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第1章 序論 

1.1 背景 

 我が国における原子力発電の重要性は二つの観点から説明できる。一つ目は、エネルギ

ーセキュリティである。日本における一次エネルギー自給率は 1 割を下回っており、9 割

以上を輸入に頼っている[1]。海外の情勢に影響されることなく、エネルギーを安定供給す

るためには、エネルギーミックス、すなわち、エネルギー供給方法の多様化が重要であ

る。その中で、少ない燃料で長期間の発電が可能であることから準国産といわれる原子力

が重要となり得る。もう一つは、地球温暖化の抑制である。2015 年に採択された気候変動

に関する国際的な枠組みであるパリ協定[2]に参加する日本は、先進国として排出量の削減

に大きな責任がある。CO2 排出量の少ない発電方法には、原子力発電、風力発電や太陽光

発電などの再生可能エネルギーの利用が挙げられる。これらの中でも、原子力発電は比較

的長期にわたって安定的な電力供給を実現してきた実績がある。したがって、全体に占め

る原子力の割合を増やすことが、CO2 排出量削減の選択肢になり得る。 

 一方で、原子力発電では、核燃料を取り扱うことから、十分な安全性の確保が必要であ

る。2011 年の福島第一原子力発電所事故では、原子炉の冷却機能の喪失により、燃料が溶

融し、最終的には格納容器破損によって公衆への放射性物質の放出が発生する事態となっ

た。原子力に対する信頼を回復し、今後もその運用を続けていくためには、より一層の安

全性向上が必要である。 

 原子力発電の最も重要な構成要素の一つが、核分裂反応によってエネルギーを発生させ

る炉心である。炉心における中性子の挙動を正確に把握することが、原子力発電の安全確保

の基礎であり、また、経済性の向上にもつながる。日本で運転されている商業用の軽水炉で

は、事前に数値計算によるシミュレーションを行うことで、その経済性や安全性を確認して

いる[3][4]。これは炉心解析と呼ばれる。 

 現在の炉心解析では、ボルツマン輸送方程式[5]を解くことで中性子の挙動を計算し炉心特

性を得ている。実際の炉心に対して解析的に輸送方程式を解くことは不可能であるため、数

値計算を利用している。しかしながら、現代の計算機能力の観点から、炉心の複雑な形状や

核反応断面積のエネルギー依存性を忠実に取り扱いつつ、中性子と原子核の相互作用を正

確に取り扱うことは現実的ではない。これまでの炉心解析では様々な近似的なモデルや手

法を取り入れることにより炉心特性を予測しているが、これを高度化することが原子力発

電の安全性向上につながると言える。 

 ここで、炉心解析における核設計に注目する。核設計では、単一セル等の小規模体系にお

いて詳細な空間・エネルギー依存性を考慮する計算から、規模を拡大しつつ、空間・エネル

ギー依存性の粗い計算を行うという多段階の計算が行われる。これを大きく分類すると共

鳴計算、格子計算、炉心計算の三つに分けられる。本研究では、この中でも最上流にあたる

共鳴計算に注目して、その高度化に取り組む。 
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1.2 共鳴計算の概要 

 本節では、共鳴計算の概要について説明する。まず核計算において共鳴計算が占める役割

を示した後、共鳴計算の概要と共鳴による効果を示す。 

 

1.2.1 核計算の流れ 

 原子炉内における中性子と原子核の相互作用はボルツマン方程式の輸送方程式で記述で

きる。定常状態のボルツマン方程式を式(1.2.1)に示す[5]。 

𝛀 ∙ ∇𝛹(𝐫,𝛀, 𝐸) + Σ𝑡(𝐫, 𝐸)𝛹(𝐫,𝛀, 𝐸) 

= ∫ 𝑑𝐸′
∞

0

∫ 𝑑𝛀′Σ𝑠(𝐫, 𝐸
′ → 𝐸,𝛀′ → 𝛀)𝛹(𝐫,𝛀′, 𝐸′)

4π

+
𝜒(𝐸)

4𝜋

1

𝑘𝑒𝑓𝑓
∫ 𝑑𝐸′
∞

0

∫ 𝑑𝛀′𝜈Σ𝑓(𝐫, 𝐸
′, 𝛀′)𝛹(𝐫,𝛀′, 𝐸′)

4π

 

(1.2.1) 

各変数は以下のものを示す。 

𝐫: 位置 

𝛀: 中性子の飛行方向 

𝐸: 中性子のエネルギー 

𝛹: 角度中性子束 

Σ𝑡: 巨視的全断面積 

Σ𝑠: 巨視的散乱断面積 

Σ𝑓: 巨視的核分裂断面積 

𝜒: 核分裂スペクトル 

𝜈: 核分裂あたりに放出される中性子の数 

𝑘𝑒𝑓𝑓: 実効増倍率 

 

 理論的には、全炉心に対して式(1.2.1)を解くことができれば、炉心における中性子束およ

び反応率を得ることができる。しかしながら、式(1.2.1)には、位置 𝐫(3 変数)、角度𝛀(2 変数)、

エネルギー𝐸の計 6 つの独立した変数が含まれ、直接的に解くことは難しい。したがって、

現在の炉心解析では各変数を離散化した数値計算によって、ボルツマン方程式を近似的に

解いている。 

 ボルツマン方程式を近似的に解く手法は、拡散方程式や衝突確率法、SN法、Characteristics

法など[6]、様々な手法が開発・適用されてきた。しかしながら、どの計算手法を用いても、

空間やエネルギーが詳細なまま全炉心を計算することは計算コストの観点から現実的では

ない。したがって、これまでの炉心解析では、小規模な体系で空間やエネルギーを詳細に取

り扱う計算を行い、離散化の程度を大きくしつつ体系を拡張していくという多段階の計算

方法がとられてきた[7][8]。 

炉心解析における核設計の流れの一例を図 1.1 に示す。 
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図 1.1 炉心核設計の流れ[8] 

 

 図 1.1 の核設計は、格子計算と炉心計算の 2 段階に分かれている。格子計算の目的は、詳

細な空間とエネルギーで輸送計算を行い、集合体内で均質化、群縮約された実効断面積を得

ることである。炉心計算では、格子計算で得られた実効断面積を入力として、中性子束分布

や出力分布などを計算する。炉心計算では様々な燃料装荷パターンで計算を行うことから、

格子計算の段階で均質化、群縮約された断面積を求めておくことにより、効率化を図ってい

る。 

  

格子計算

炉心計算

炉心の特徴
熱水力の状態

燃料装荷パターン

集合体平均の核特性

断面積ライブラリ

炉心の核特性

燃料集合体の特徴
炉心の状態
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 格子計算の流れを図 1.2 に示す。 

 

 

図 1.2 格子計算の流れ[8] 

 

 図 1.2 の格子計算は、共鳴計算と輸送計算の 2 つに分けられる。輸送計算では数十群から

数百群のエネルギー群を取り扱う。一方で、断面積ライブラリはエネルギー的に連続に近い

形で与えられているため、あらかじめ群縮約する必要がある。この群縮約の過程は共鳴計算

と呼ばれる。 

 以上より、核設計は共鳴計算、格子計算、炉心計算の 3 つに分類することができる。本研

究では、最上流にあたる共鳴計算の手法について検討を行う。 

 

  

共鳴計算

中性子輸送計算

実効断面積

断面積ライブラリ

中性子束

燃料集合体の特徴
炉心の状態

集合体平均の核特性
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1.2.2 共鳴計算 

 共鳴計算とは、格子計算の入力となる実効断面積を求める過程のことである[7]。すなわち、

断面積ライブラリで与えられるエネルギー的に連続に近いような数万群の断面積を、数十

群から数百群まで群縮約することである。 

 例えば、JENDL-4.0[9]に含まれる U-238 の断面積を図 1.3 に示す。1 eV から 105 eV にかけ

て急峻で複雑な形をしており、この領域の断面積は共鳴断面積と呼ばれる。 

 

図 1.3  断面積ライブラリに含まれる U-238 の断面積（JENDL-4.0） 

 

また、UO2 燃料セルにおける共鳴計算で得られる U-238 の実効全断面積を連続エネルギ

ー断面積と比較して図 1.4 に示す。急峻な形の共鳴断面積が、エネルギー群内で一定値を取

るように群縮約されていることがわかる。 
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図 1.4 U-238 の連続エネルギー断面積と実効断面積の一例 

 

 核計算の最終的な目的は、反応率を正確に評価することである。したがって、実効断面積

は式(1.2.2)に示すように反応率が保存されるように計算される。 

 

𝜎𝑔,𝑒𝑓𝑓 =
∫ 𝜎(𝐸)𝜙(𝐸)𝑑𝐸
Δ𝐸𝑔

∫ 𝜙(𝐸)𝑑𝐸
Δ𝐸𝑔

 (1.2.2) 

各変数は以下を示す。 

𝜎(𝐸): ポイントワイズ断面積 

𝜙(𝐸): ポイントワイズ中性子束 

𝑔: エネルギー群 

Δ𝐸𝑔: 𝑔群のエネルギー幅 

𝜎𝑔,𝑒𝑓𝑓: 𝑔群の実効断面積 

 

式(1.2.2)では、ポイントワイズの断面積（連続エネルギー断面積）をポイントワイズの中

性子束で重みづけすることにより、あるエネルギー群内の平均的な断面積を求めている。ポ

イントワイズの断面積は断面積ライブラリから与えられるため、共鳴計算で計算するべき

パラメータはポイントワイズの中性子束である。代表的な共鳴計算手法は 1.3 節に記述す

る。 
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n
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n
]

Energy [eV]

連続エネルギー断面積
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1.2.3 主な共鳴の効果 

 先に述べた通り共鳴領域では局所的に断面積が非常に大きくなるため、大きな共鳴が存

在するエネルギー領域では、中性子が吸収され、中性子束が落ち込む。例えば、UO2 燃料内

の中性子束は図 1.5 のようになる。 

 

 

図 1.5 共鳴領域における UO2 燃料内の中性子束 

 

このように共鳴のピークに対応するエネルギーの中性子束が歪み、反応率が低下する効

果は、共鳴のエネルギー自己遮蔽効果と呼ばれる[7][10]。 

 エネルギー自己遮蔽効果は最も単純な共鳴効果であるが、その他にも共鳴断面積によっ

て現れる効果がある。代表的な共鳴の効果を以下に示す。 

 

A) 空間自己遮蔽効果 

 空間自己遮蔽効果とは、燃料領域に入射する中性子が燃料領域外側で吸収され、燃料内側

の中性子束が小さくなる効果である。減速材領域で減速された中性子が共鳴エネルギー領

域に達すると、共鳴断面積の大きい燃料で吸収される。図 1.6 に UO2 燃料内を円環状に分

割した単一セルで計算された中性子束分布を示す。エネルギー領域は U-238 の大きい共鳴

がある 6.7 eV 付近である。図 1.6 のように、燃料の表面付近でほとんどの中性子が吸収さ

れ、内部まで到達する中性子が少ない。 
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図 1.6 UO2 燃料内中性子束の径方向の分布（超詳細群計算） 

 

B) 共鳴干渉効果 

 共鳴干渉効果とは、複数の共鳴核種による共鳴吸収により、中性子束のエネルギー依存性

が複雑になる効果である。例として、1 eV から 10 eV における MOX 燃料内の主な共鳴核種

のポイントワイズ断面積を図 1.7 に示す。 

 

 

図 1.7 MOX 燃料に含まれる核種のポイントワイズ全断面積 

 

UO2 燃料及び MOX 燃料では、共鳴核種となり得る重核種のうち U-238 の割合が多いた

め、U-238 による共鳴吸収が支配的である。そのため、その他の重核種(U-235、Pu-239 など)

の反応率を精度良く計算する際、U-238 と共鳴干渉効果を考慮することが必要となる。例え

ば、図 1.7 において、6.8 eV に U-238 の共鳴が、その裾野部分に U-235 の共鳴が存在する。

この部分のエネルギースペクトルは、U-238 が存在する場合としない場合で全く異なるため、

1.0E-05

1.0E-04
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U-235 の反応率は大きな影響を受ける。また、燃焼計算の過程において、多数の核種が生成

し、これらの反応率を計算する際にも、共鳴干渉効果の考慮が重要となる場合がある[10]。 

 

C) スペクトル干渉効果 

 スペクトル干渉効果とは、異なる組成の燃料が隣接する場合に、互いの共鳴吸収が異なる

ことによる影響が伝播する効果である。一般的に、共鳴計算は同一の単一セルが無限に配列

された体系を対象とする。実際には、燃焼とともに燃料棒ごとの組成が変化し、異なる組成

の燃料が並んでいることになる。そのため、隣接する燃料からの影響を考慮する必要がある。

このような空間的な共鳴干渉効果は、一般的にスペクトル干渉効果と呼ばれている。 

 

 

図 1.8 異なる組成の燃料が隣接する場合のイメージ図 
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1.3 従来の共鳴計算手法 

 本節では、代表的な三つの共鳴計算手法について説明する。それぞれの手法の特徴を述べ、

共鳴計算における課題を示す。 

 

1.3.1 超詳細群計算 

 超詳細群計算[10][11]は、数十万群の連続に近い詳細なエネルギー依存性を取り扱う輸送計

算により、図 1.5 のような詳細な中性子束を得る直接的な手法である。精度が高い一方で、

多くの計算資源を必要とすることがら、一般的に単一セル等の小規模体系までに適用され

る。輸送計算手法には衝突確率法や Characteristics 法が用いられる[12]。 

 超詳細群計算は直接的な手法であるが、共鳴領域の実効断面積を得るという観点から、以

下の近似が加えられている。まず、輸送計算は固定源計算であり、核分裂源は近似的に固定

値として与えらえる。これは共鳴エネルギー領域における核分裂源が散乱源と比較して小

さいからである[13]。さらに、散乱源は、弾性散乱による下方散乱のみを考慮する減速方程式

[5][10]と同様の形で取り扱う。減速方程式を以下に示す。 

Σ𝑡(𝐸)𝜙(𝐸) = ∫ 𝑑𝐸′
∞

0

Σ𝑠(𝐸
′ → 𝐸)𝜙(𝐸′) (1.3.1) 

 

 超詳細群計算は計算コストが大きいという欠点がある一方で、中性子の減速を考慮した

精度の高い中性子束が得られ、前述の共鳴干渉/スペクトル干渉効果を陽に取り扱うことが

できるという利点がある。本論文では、超詳細群計算を参照計算として利用している。 

 

1.3.2 等価原理 

 等価原理[10][14]は歴史的な手法であり、計算コストの低さから最も広く使われている手法

である。この手法では、非均質体系における中性子束の空間的な依存性を、均質体系におけ

るバックグラウンド断面積というパラメータを用いて間接的に取り扱う。すなわち、非均質

体系と均質体系の「等価性」を利用した手法であると言える。 

 ここで、代表的な近似手法である Narrow Resonance 近似(NR 近似) [10]を考える。NR 近似

とは、共鳴の幅が十分に狭く、中性子束の歪みが無視できるというものである。例えば、均

質体系に共鳴核種𝑟と非共鳴核種𝑚が含まれる場合、NR 近似による中性子束は式(1.3.2)で表

現できる。 

𝜙(𝐸) =
𝑁𝑟𝜎𝑝,𝑟 +𝑁𝑚𝜎𝑝,𝑚

𝑁𝑟𝜎𝑡,𝑟(𝐸) + 𝑁𝑚𝜎𝑝,𝑚

1

𝐸
 (1.3.2) 

𝑟: 共鳴核種のインデックス 

𝑚: 非共鳴核種のインデックス 

𝑁: 原子数密度 

𝜎𝑡: 微視的全断面積 
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𝜎𝑝: 微視的ポテンシャル散乱断面積 

 

 ここで、バックグラウンド断面積𝜎𝑏を式(1.3.3)で定義すると、式(1.3.2)は式(1.3.4)のように

なる。 

𝜎𝑏 =
𝑁𝑚𝜎𝑝,𝑚

𝑁𝑟
 (1.3.3) 

𝜙(𝐸) =
𝜎𝑝,𝑟 + 𝜎𝑏

𝜎𝑡,𝑟(𝐸) + 𝜎𝑏

1

𝐸
 (1.3.4) 

 式(1.3.3)に示すように、バックグラウンド断面積は共鳴核種と非共鳴核種の原子数密度の

比である。軽水炉のように水の減速材中に UO2 燃料がある体系では、U238 を代表とする共

鳴核種に非共鳴核種の水素が含まれると仮定し、その割合を変化させることで中性子束の

歪み度合を調整している。例えば、UO2 の均質体系において、NR 近似により得られる中性

子束を図 1.9 に示す。エネルギー領域は U-238 の大きい共鳴がある 6.7 eV 付近である。 

 

 

図 1.9 様々なバックグラウンド断面積における UO2 均質体系の中性子束 

（凡例はバックグラウンド断面積[barn]） 

 

 図 1.9 より、バックグラウンド断面積が小さい、すなわち、共鳴核種の割合が大きいほど

には中性子束は大きく歪むことがわかる。 

 前述の図 1.6 と図 1.9 を比較すると、非均質体系における中性子束の歪みと均質体系に

おけるバックグラウンド断面積による歪みが類似していることがわかる。等価原理ではこ
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の性質を利用している。あらかじめ均質体系においてバックグラウンド断面積に対する実

効断面積の値をテーブル化し、非均質体系のバックグラウンド断面積を評価することによ

り、対応する実効断面積を得ることができる。バックグラウンド断面積に対する実効断面積

のテーブル化の例を図 1.10 に示す。 

 

 

図 1.10 均質体系で計算される実効断面積とバックグラウンド断面積の関係 

 

 等価原理では、均質体系で得られる情報から非均質体系のエネルギー依存性を推定する

ため、計算コストは非常に小さい。一方で、計算体系の非均質性が高い場合には、手法の適

用には限界が生じる。また、エネルギー的また空間的な共鳴干渉効果を正確に取り扱うこと

は困難である。 

 

1.3.3 サブグループ法 

 サブグループ法[10][15]は、断面積の大きさに応じたエネルギー群に分割して、実効断面積

を作成する手法である。分割されたエネルギー群はサブグループと呼ばれる。サブグループ

を作成するイメージを図 1.11 に示す。 

 

実
効
断
面
積

バックグラウンド断面積
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図 1.11 サブグループ法のイメージ 

 

断面積の大きさに応じてエネルギー群をサブグループに分割することで、サブグループ

内の中性子スペクトルの変化を少なくし、共鳴領域における反応率を比較的正確に評価す

ることができる。また、数群のサブグループで精度が得られる[16]ことから、計算コストを抑

えることができる。 

実際には、サブグループの構造が特定のエネルギー範囲と一対一に対応しているわけで

はなく、バンド確率と対応する実効断面積（バンド断面積）という形で確率的に与えられる。

したがって、燃料内に温度分布があり、ドップラー効果を考慮する必要がある場合など、共

鳴の形が変化する場合には直接適用することが困難である。また、複数の核種による共鳴干

渉効果やスペクトル干渉効果を取り扱うことも難しい。さらに、バンド確率の決定には NR

近似が用いられており、十分な精度が得られない場合がある。 

 

1.3.4 従来手法の課題 

 ここで、先に述べた代表的な三つの従来手法の課題をまとめる。 

まず、超詳細群計算は、共鳴断面積のエネルギー依存性を詳細に扱うことから、非常に高

い精度である一方で、計算コストが大きく小規模な体系への適用に限られる。 

等価原理は、均質体系であらかじめバックグラウンド断面積に対する実効断面積の関数

を求めておくことで、計算対象の実効断面積を内挿する手法である。非均質体系で詳細なエ

ネルギーを陽に取り扱うことがないので計算コストは小さい。一方で、均質体系と非均質体

系をあたかも「等価」であるように近似することから、その精度には限りがある。 

サブグループ法は、共鳴断面積の大きさに応じて効率的にエネルギー群を作成すること

で、比較的高い精度と速度を達成している。しかしながら、サブグループの作成に近似をお

C
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サブグループ

バンド1

バンド2

バンド3



17 

 

用いていることや共鳴干渉効果/スペクトル干渉効果を取り扱うことができないといった問

題がある。 

以上より、従来の共鳴計算手法の特徴を表 1.1 に示す。これまでの歴史において、高い計

算精度と計算速度を両立する手法は開発されていないと言える。 

 

表 1.1 代表的な共鳴計算手法の特徴 

 計算精度 計算速度 課題 

超詳細群計算 ◎ △ 非均質大規模体系 

等価原理 △ ◎ 

複雑な非均質性 

共鳴干渉効果 

スペクトル干渉効果 

空間自己遮蔽効果 

サブグループ法 ○ ○ 

複雑な非均質性 

温度分布付体系 

共鳴干渉効果 

スペクトル干渉効果 

 

1.4 本研究の目的 

先に述べたとおり、これまでの共鳴計算手法において、計算の精度と速度を両立するよう

な手法は存在しなかった。そこで、本研究では新しく提案された共鳴計算手法である RSE

法[17]の基礎的な検討を行う。本研究の目的は二つある。一つは、共鳴効果が現れるベンチマ

ーク体系において、本手法で得られる実効断面積の精度を確認することである。もう一つは、

アルゴリズムの改良や計算条件のパラメータサーベイを行い、本手法の高速化を試みるこ

とである。 

 

1.5 本論文の構成 

 本論文は全 5 章で構成される。本章では、背景および目的について述べた。 

 第 2 章では、新しい共鳴計算手法である RSE 法の理論について説明する。簡単な適用例

を示すとともに、本手法の特徴を述べる。 

 第 3 章では、ベンチマーク体系に RSE 法を適用する。最も精度の高い超詳細群計算と比

較することで、本手法が主な共鳴の効果を取り扱うことができることを確認する。また、

RSE 法の基礎方程式に関する妥当性を確認する。 

 第 4 章では、RSE 法の高速化に関する検討を行う。計算条件に対するパラメータサーベ

イや手法の改良を行い、本手法の高速化を試みる。 

 第 5 章では、結論を述べる。本論文で示された成果をまとめるとともに、RSE 法の向上に

必要な検討事項を述べる。 
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第2章 エネルギーに関する展開基底を用いた共鳴計算手法 

2.1 本章の概要 

 本章では、エネルギーに関する展開基底を用いた共鳴計算手法である RSE 法（Resonance 

calculation using energy Spectrum Expansion method）について記述する。 

RSE 法ではエネルギー群内のポイントワイズ中性子束をエネルギーに関する直交基底で

展開する。直交基底を用いて展開することを考慮すると、中性子束に対する展開係数（以後、

中性子束モーメント）に対する輸送方程式が導かれる。中性子束モーメントに対する輸送方

程式は従来の方程式と非常に類似しており、数値的に解くことが可能である。中性子束モー

メントに対する輸送方程式の導出は 2.2 節に記述する。 

 直交基底は複数の背景断面積を与えた均質体系の超詳細群スペクトルから生成する。こ

の過程では、特異値分解（SVD）と低ランク近似（LRA）を用いることで効率的に基底を抽

出する。本手法の計算コストは直交基底が計算体系のスペクトルの特徴をどの程度よく捉

えているかに依存するため、直交基底の選定が極めて重要である。2.3 節では、直交基底の

作成や実際の適用を交えて RSE 法の特徴を示す。 

 原理的に RSE 法はどんな輸送計算手法にも適用が可能である。本論文では、近年の集合

体計算における輸送計算手法で主流となっているキャラクタリスティックス法（Method Of 

Characteristics: MOC）を用いて RSE 法を実装する。RSE 法の MOC への適用は 2.4 節に示

す。 

 最後に、RSE 法の計算の流れを 2.5 節に示す。 

 

2.2 中性子束モーメントに関する輸送方程式の導出 

 本節では、従来の輸送方程式を出発点として、エネルギーに関する中性子束の展開基底を

用いた輸送方程式を導出する。 

 

 まず、固定源計算の輸送方程式は式(2.2.1)で記述される。 

𝛀 ∙ ∇𝛹(𝐫,𝛀, 𝐸) + Σ𝑡(𝐫, 𝐸)𝛹(𝐫,𝛀, 𝐸) 

=
1

4𝜋
∫ 𝑑𝐸′
∞

0

∫ Σ𝑠(𝐫, 𝐸
′ → 𝐸,𝛀′ → 𝛀)𝛹(𝐫,𝛀′, 𝐸′)𝑑𝛀′

4π

+ 𝑞(𝐫,𝛀,𝐸) 
(2.2.1) 

ここで、𝐫は位置、𝛀は角度、𝐸はエネルギー、𝛹(𝐫,𝛀, 𝐸)は角度中性子束、Σ𝑡(𝐫, 𝐸)は巨視的

全断面積、Σ𝑠(𝐫, 𝐸
′ → 𝐸,𝛀′ → 𝛀)は巨視的散乱断面積、𝑞(𝐫,𝛀, 𝐸)は固定源を表す。 

 共鳴計算に対する非等方散乱の影響は小さいことから[14]、等方散乱および等方な中性子

源を仮定すると 
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𝛀 ∙ ∇𝛹(𝐫,𝛀, 𝐸) + Σ𝑡(𝐫, 𝐸)𝛹(𝐫,𝛀, 𝐸)

=
1

4𝜋
∫ Σ𝑠(𝐫, 𝐸

′ → 𝐸)∫ 𝛹(𝐫,𝛀′, 𝐸′)𝑑𝛀′

4π

𝑑𝐸′
∞

0

+
1

4𝜋
𝑄(𝐫, 𝐸)

=
1

4𝜋
∫ Σ𝑠(𝐫, 𝐸

′ → 𝐸)𝜙(𝐫, 𝐸′)𝑑𝐸′
∞

0

+
1

4𝜋
𝑄(𝐫, 𝐸) 

(2.2.2) 

ここで、 

𝜙(𝐫,𝐸′) = ∫ 𝛹(𝐫,𝛀′, 𝐸′)𝑑𝛀′

4π

 

𝑄(𝐫,𝐸) = ∫ 𝑞(𝐫,𝛀, 𝐸)𝑑𝛀
4π

 

(2.2.3) 

である。 

あるエネルギー範囲（𝑔 or  𝑔′, 1 ≤ 𝑔 ≤ 𝐺, 1 ≤ 𝑔′ ≤ 𝐺）を考慮すると式(2.2.3)は次のよう

に表される。 

𝛀 ∙ ∇𝛹(𝐫,𝛀, 𝐸𝑔) + Σ𝑡(𝐫, 𝐸𝑔)𝛹(𝐫,𝛀, 𝐸𝑔)

= ∑
1

4𝜋
∫ Σ𝑠(𝐫, 𝐸𝑔′ → 𝐸𝑔)𝜙(𝐫, 𝐸𝑔′)𝑑𝐸𝑔′
Δ𝐸𝑔′

𝐺

𝑔′=1

+
1

4𝜋
𝑄(𝐫, 𝐸𝑔) 

(2.2.4) 

ここで、𝐸𝑔は𝑔群のエネルギー領域である。 

 角度中性子束、全中性子、外部中性子源をエネルギーに関する直交基底で展開すると以下

のように記述される。 

𝛹(𝐫,𝛀, 𝐸𝑔) =∑𝑓𝑖,𝑔(𝐸𝑔)𝛹𝑖,𝑔(𝐫,𝛀)

𝑁

𝑖=1

 (2.2.5) 

𝜙(𝐫, 𝐸𝑔) = ∫ 𝛹(𝐫,𝛀, 𝐸𝑔)𝑑𝛀
4π

= ∫ ∑𝑓𝑖,𝑔(𝐸𝑔)𝛹𝑖,𝑔(𝐫,𝛀)

𝑁

𝑖=1

𝑑𝛀
4π

=∑𝑓𝑖,𝑔(𝐸𝑔)𝜙𝑖,𝑔(𝐫)

𝑁

𝑖=1

 

(2.2.6) 

𝑄(𝐫,𝐸𝑔) =∑𝑓𝑖,𝑔(𝐸𝑔)𝑄𝑖,𝑔(𝐫)

𝑁

𝑖=1

 (2.2.7) 

ここで、𝑖は展開次数、𝑁は展開次数の最大値、𝑓𝑖,𝑔(𝐸𝑔)は直交基底、𝛹(𝐫,𝛀, 𝐸𝑔)は角度中性子

束の展開係数、𝑄𝑖,𝑔(𝐫)は中性子源の展開係数である。また、全中性子束の展開係数𝜙𝑖,𝑔(𝐫)は

式(2.2.8)で表される。 

𝜙𝑖,𝑔(𝐫) = ∫ 𝛹𝑖,𝑔(𝐫,𝛀)𝑑𝛀
4π

 (2.2.8) 

基底の直交性は式(2.2.9)で表される。 

∫ 𝑓𝑖,𝑔(𝐸𝑔)𝑓𝑗,𝑔(𝐸𝑔)𝑑𝐸𝑔
Δ𝐸𝑔

= δ𝑖𝑗 (2.2.9) 
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ここで、δ𝑖𝑗はクロネッカーのデルタである。基底の直交性を利用すると、それぞれの展開係

数は式(2.2.10)で得られる。 

𝛹𝑖,𝑔(𝐫,𝛀) = ∫ 𝑓𝑖,𝑔(𝐸𝑔)𝛹(𝐫,𝛀, 𝐸𝑔)𝑑𝐸𝑔
Δ𝐸𝑔

 

𝜙𝑖,𝑔(𝐫) = ∫ 𝑓𝑖,𝑔(𝐸𝑔)𝜙(𝐫, 𝐸𝑔)𝑑𝐸𝑔
Δ𝐸𝑔

 

𝑄𝑖,𝑔(𝐫) = ∫ 𝑓𝑖,𝑔(𝐸𝑔)𝑄(𝐫, 𝐸𝑔)𝑑𝐸𝑔
Δ𝐸𝑔

 

(2.2.10) 

式(2.2.4)に式(2.2.5)、式(2.2.6)、式(2.2.7)を代入すると式(2.2.11)が得られる。  

𝛀 ∙ ∇∑𝑓𝑖,𝑔(𝐸𝑔)𝛹𝑖,𝑔(𝐫,𝛀)

𝑁

𝑖=1

+ Σ𝑡(𝐫, 𝐸𝑔)∑𝑓𝑖,𝑔(𝐸𝑔)𝛹𝑖,𝑔(𝐫,𝛀)

𝑁

𝑖=1

= ∑
1

4𝜋
∫ Σ𝑠(𝐫, 𝐸𝑔′ → 𝐸𝑔)∑𝑓𝑗,𝑔′(𝐸𝑔′)𝜙𝑗,𝑔′(𝐫)

𝑁

𝑗=1

𝑑𝐸𝑔′
𝛥𝐸𝑔′

𝐺

𝑔′=1

+
1

4𝜋
∑𝑓𝑖,𝑔(𝐸𝑔)𝑄𝑖,𝑔(𝐫)

𝑁

𝑖=1

 

(2.2.11) 

式(2.2.11)の両辺に基底𝒇𝒊,𝒈(𝑬𝒈)をかけ、エネルギー範囲𝜟𝑬𝒈で積分することで、式(2.2.9)の

直交性より式(2.2.12)が得られる。式(2.2.12)が RSE 法における中性子束モーメントに対する

輸送方程式となる。 

𝛀 ∙ ∇𝛹𝑛,𝑔(𝐫,𝛀) +∑Σ𝑡,𝑔,𝑛,𝑖(𝐫)𝛹𝑖,𝑔(𝐫,𝛀)

𝑁

𝑖=1

=
1

4𝜋
∑ ∑Σ𝑠,𝑗𝑔′→𝑛𝑔(𝐫)𝜙𝑗,𝑔′(𝐫)

𝑁

𝑗=1

𝐺

𝑔′=1

+
1

4𝜋
𝑄𝑛,𝑔(𝐫) 

(2.2.12) 

ここで、 

Σ𝑡,𝑔,𝑛,𝑖(𝐫) = ∫ 𝑓𝑛,𝑔(𝐸𝑔)Σ𝑡(𝐫, 𝐸𝑔)𝑓𝑖,𝑔(𝐸𝑔)𝑑𝐸𝑔
Δ𝐸𝑔

 

Σ𝑠,𝑗𝑔′→𝑛𝑔(𝐫) = ∫ ∫ 𝑓𝑛,𝑔(𝐸𝑔)Σ𝑠(𝐫, 𝐸𝑔′ → 𝐸𝑔)𝑓𝑗,𝑔′(𝐸𝑔′)𝑑𝐸𝑔′
𝛥𝐸𝑔′

𝑑𝐸𝑔
𝛥𝐸𝑔

 

(2.2.13) 

である。式(2.2.12)と式(2.2.4)に示した従来の多群輸送方程式を比較すると非常に類似してい

ることがわかる。一方で、相違点もある。式(2.2.12)の左辺第 2 項の衝突項は𝑁個の足し合わ

せとなっており、式(2.2.12)はエネルギー𝑔群に対する𝑁個の一階連立微分方程式である。ま

た、式(2.2.13)の散乱マトリックスΣ𝑠,𝑗𝑔′→𝑛𝑔(𝐫)は従来のものと比べて複雑であり、𝑔
′群から 𝑔

群のエネルギー群間の輸送に加えて、𝑗次から𝑛次の展開次数間の輸送が含まれる。 
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2.3 エネルギーに関する直交基底の作成 

 前節では中性子束がエネルギーに関する直交基底で展開されると仮定して、中性子束モ

ーメントに関する輸送方程式を導出した。本節では、直交基底の作成方法を記述する。 

 

2.3.1 直交基底を作成するスペクトルの選定 

 ここでは、直交基底を作成するための中性子束の選定方法について記述する。理想的には、

単一集合体や全炉心などの計算体系全体に対する超詳細群計算を行うことができれば、得

られた超詳細群スペクトルから基底を作成することが可能である。しかしながら、前述の通

り規模の大きい体系に対する超詳細群計算は計算時間の観点から非現実的である。そもそ

も、規模の大きい体系で超詳細群計算が可能であれば、その超詳細群計算の結果を用いて実

効断面積の計算も可能である。 

 そこで、現実的な計算時間で計算体系のスペクトルのエネルギー依存性をよく表すよう

な直交基底を作成する方法として以下のものが考えられる。 

(a) 単一セルなどの小規模体系において、複数の代表的なステートポイント、燃料組成、温

度の条件で超詳細群計算を行う。 

(b) 均質体系において、複数の代表的な燃料組成、温度、背景断面積の条件で超詳細群計算

を行う。 

(c) 均質体系において、複数の代表的な共鳴核種、温度、背景断面積の条件で超詳細群計算

を行う。 

(a)は、単一セルなどの小規模な形状で超詳細群計算を行うという現在の手法を取り入れ

るものである。一方で、(b)や(c)は、適当な背景断面積を用いて近似的に超詳細群スペクト

ルを再現するという等価原理の考え方に基づくものである。(c)は格子計算用多群断面積ラ

イブラリの作成する手法として使われている。(c)の利点は単純であることだが、異なる核種

間の共鳴干渉効果を考慮できない。一方で、(b)は計算時間を抑えたまま、直接的に共鳴干渉

効果を取り扱うことができる。したがって、本手法では(b)のように、計算体系に含まれる組

成の均質体系に対して、複数の温度や背景断面積の条件を与えた超詳細群計算を行う。 

 得られた複数の超詳細群スペクトルから、計算体系のスペクトルを近似的に再構成する

基底を抽出する。式(2.2.5)に示すように、直交基底はエネルギー群に依存しており、エネル

ギー群ごとの基底が必要である。また、計算体系の全領域に対して同一の直交基底を用いる

ため、直交基底の作成に用いるスペクトルは計算体系の全領域の条件を網羅するように作

成する必要がある。 

 

2.3.2 特異値分解による直交基底の作成 

 直交基底の作成には特異値分解（SVD）と低ランク近似（LRA）[18][19]を用いる。この手法

は ROM[20]の概念の一つである。 

まず、特異値分解のより超詳細群スペクトルから直交基底を抽出する。例えば、𝑚種類の
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超詳細群スペクトルを考え、あるエネルギー群に𝑡個の超詳細群があるとする。これらを並

べた𝑚× 𝑡の行列𝐀を式(2.3.1)に示す。 

𝐀 = (
𝜙1(𝐸1) ⋯ 𝜙1(𝐸𝑡)
⋮ ⋱ ⋮

𝜙𝑚(𝐸1) ⋯ 𝜙𝑚(𝐸𝑡)
) (2.3.1) 

式(2.3.2)に示すように、行列𝐀は行列𝐔 = (𝑢⃗ 1, 𝑢⃗ 2, … , 𝑢⃗ 𝑚)と𝐕 = (𝑣 1, 𝑣 2, … , 𝑣 𝑡)を用いて、𝑚 × 𝑡

の対角行列𝚺に変形される。 

𝐔𝐓 𝐀𝐕 = 𝚺 (2.3.2) 

ここで 

𝚺 = (

𝜎1 0 ⋯ ⋯ ⋯ 0
0 𝜎2 0 ⋱ ⋱ ⋮
⋮ ⋱ ⋱ 0 ⋱ ⋮
0 ⋯ 0 𝜎𝑚 ⋯ 0

) (2.3.3) 

である。 

 行列𝚺の対角要素は特異値であり、𝜎1 > 𝜎2 > ⋯ > 𝜎𝑖 ≥ 0 (1 ≤ 𝑖 ≤ 𝑚)という特徴を持つ。

𝑚は行列𝐀のランクに対応する。行列𝐔と𝐕がユニタリ行列であるため、式(2.3.2)は以下のよ

うに変形される。 

𝐔𝐓 𝐀𝐕 𝐕𝐓 = 𝐔𝚺 𝐕𝐓  

𝐔𝐔−𝟏𝐀𝐕𝐕−𝟏 = 𝐔𝚺 𝐕𝐓  

𝐀 = 𝐔𝚺 𝐕𝐓  

(2.3.4) 

ここで、𝐔は左特異ベクトルと𝐕は右特異ベクトルである。特異ベクトルの累積寄与率は式

(2.3.5)で表される。 

(The cumulative contribution ratio of the 1st – 𝑘th vectors) =
∑ 𝜎𝑖

2𝑘
𝑖=1

∑ 𝜎𝑖2
𝑚
𝑖=1

 (2.3.5) 

例えば、𝑘番目のベクトルまでの累積寄与率が 0.99 のとき、1 から𝑘番目のベクトルは行列𝐀

の要素の特徴を 99 %再現することになる。すなわち、1 から𝑘番目のベクトルは行列𝐀の特

徴をほとんど捉えていることになる。これは小さい特異値を切り捨てても、大きい特異値と

その特異ベクトルによって行列𝐀が精度よく再構成されるという LRA の概念である。 

 ランク𝑚 (𝑚 < 𝑡)の行列 A は、以下のように分解される。 

𝐀 = (𝑢⃗ 1, 𝑢⃗ 2, … , 𝑢⃗ 𝑚)(

𝜎1 0 ⋯ ⋯ ⋯ 0
0 𝜎2 0 ⋱ ⋱ ⋮
⋮ ⋱ ⋱ 0 ⋱ ⋮
0 ⋯ 0 𝜎𝑚 ⋯ 0

) (𝑣 1, 𝑣 2, … , 𝑣 𝑡)
T  (2.3.6) 

行列 A の主要な特徴が 1 から𝑘番目(𝑘 ≤ 𝑚)の特異値で表せるとすると、式(2.3.7)のように近

似できる。 
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𝐀 ≈ 𝐀′ = (𝑢⃗ 1, 𝑢⃗ 2, … , 𝑢⃗ 𝑘)(

𝜎1 0 ⋯ 0
0 𝜎2 ⋱ ⋮
⋮ ⋱ ⋱ 0
0 ⋯ 0 𝜎𝑘

) (𝑣 1, 𝑣 2, … , 𝑣 𝑘)
T  (2.3.7) 

近 似さ れた 行列 𝐀′は 要 素が 削減 され た直 交基 底 (𝑣 1, 𝑣 2, … , 𝑣 𝑘)
T と 展開 係数

(

𝜎1 0 ⋯ 0
0 𝜎2 ⋱ ⋮
⋮ ⋱ ⋱ 0
0 ⋯ 0 𝜎𝑘

) (𝑣 1, 𝑣 2, … , 𝑣 𝑘)
T で再構成される。特異値分解により得られる行列𝐕の一部

を超詳細群スペクトルの直交基底として用いる。 

 以上より、特異値分解を用いることで超詳細群スペクトルを再構成するための支配的な

展開基底を選出する。本手法で用いる直交基底の効率は特異値の挙動に依存する。もし次数

の増加につれて特異値が急速に減少するのであれば、少数の直交基底で効率的に超詳細群

スペクトルを再構成することができる。 

 

2.3.3 RSE 法の適用例 

 本節では、RSE 法の適用例を示し、その特徴を確認する。 

 ここでは、図 2.1 に示す単一セル体系の実効断面積を RSE 法で求めることを考える。燃

料には、濃縮度 4.8 wt%の UO2 燃料または富化度 7.2 wt%の MOX 燃料を用いる。温度は全

領域で 600 K で、境界条件は反射境界条件である。 

 

 

図 2.1 単一セル体系 

 

 表 2.1 は、直交基底を作成するための均質体系の超詳細群スペクトルを計算する際に与

えるバックグラウンド断面積である。 

 

表 2.1 基底作成に使用する均質体系のスペクトルのバックグラウンド断面積 

 バックグラウンド断面積 [barn] 

燃料 

(UO2または MOX) 

1.00e+10, 2.00e+04, 3.60e+03, 1.00e+03, 2.60e+02, 1.40e+02, 6.40e+01, 

5.20e+01, 2.80e+01, 1.00e+01, 1.00E-03 

減速材 

(H2O) 

1.00e+10 

被覆管 

(Zirconium) 

5.00e+06, 5.00e+05, 1.00e+05, 5.00e+04, 1.00e+04, 5.00e+03, 1.00e+03, 

5.00e+02, 5.00e+01 

燃料 (UO2またはMOX)

減速材

被覆管
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 以下では、U-238 の大きな共鳴が存在する XMAS172 群構造の 88 群（6.16 eV - 7.52 eV）

に着目する。 

 例えば、バックグラウンド断面積を与えた UO2 均質体系または MOX 均質体系における

超詳細群スペクトルを図 2.2 に示す。図 2.2 は、600 K の濃縮度 4.8 wt% UO2 均質体系およ

び富化度 7.2 wt% MOX 燃料において、超詳細群計算により得られるスペクトルである。共

鳴吸収に起因する落ち込みが大きいスペクトルから、ほとんど落ち込みのないものまでが

含まれることがわかる。 

 

  

UO2 燃料 MOX 燃料 

図 2.2 バックグラウンド断面積を与えた UO2 または MOX 均質体系における超詳細群ス

ペクトル（88 群：6.16 eV - 7.52 eV） 

 

 表 2.1 のバックグラウンド断面積を用いて得らえた均質体系のスペクトルを特異値分解

して得られる特異値と直交基底をそれぞれ図 2.3 と図 2.4 に示す。ただし、図 2.3 の特異値

は最大の特異値の値で規格化されている。 
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UO2 セル MOX セル 

図 2.3 88 群における均質体系のスペクトルから得られた特異値 

 

  

UO2 セル MOX セル 

図 2.4 均質体系のスペクトルから得られた直交基底（88 群：6.16 eV - 7.52 eV） 

 

 まず、図 2.3 は片対数プロットにおいて直線状に特異値が変化していることを示してい

る。すなわち、次数に対して特異値が急激に減少していることから、得られた基底の寄与は

低次のものが大部分を占めていることになる。したがって、少ない次数で計算体系のスペク

トルを再構成できることが示唆される。図 2.4 では、低次の基底は振動が少ないなめらかな

形であり、次数が上がるにつれて振動が多い詳細な形を示している。これは、フーリエ級数

による展開と同様であると考えることができる。すなわち、実際の中性子スペクトルを再現

するために、振動が少ないなめらかな基底と、より細部を表現するための振動が多い複雑な

基底が用いられていると理解できる。 

 以上の基底を用いて、単一セル体系のスペクトルを再構成する。超詳細群計算で得られる

スペクトルを参照値(reference)とし、RSE 法で得られたスペクトルを図 2.5 で比較する。 
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UO2 MOX 

図 2.5 図 2.2 の燃料内における参照値のスペクトルと RSE 法で得られた展開次数ごとの

スペクトル（88 群：6.16 eV - 7.52 eV） 

 

 図 2.5 より、RSE 法で得られたスペクトルは、展開次数が大きくなるほど、参照値のスペ

クトルに近づいていくことがわかる。また、5 次程度でも参照値のスペクトルに非常に近づ

くことがわかる。 

 続いて、RSE 法で得られる実効断面積の精度と展開次数の関係を示す。超詳細群計算で

得られる実効断面積を参照値として、RSE 法で得られる実効断面積との差異を図 2.6 に示

す。 

 

  

UO2 燃料内共鳴核種 MOX 燃料内共鳴核種 

図 2.6 RSE 法で得られる実効断面積の精度と展開次数の関係（88 群：6.16 eV - 7.52 eV） 

 

 図 2.6 では、3 次から 5 次程度までは実効断面積の参照解との差異が大きいが、それ以降

は差異が小さくなり、10 次程度で実効断面積の精度が飽和していることがわかる。これは、

低ランク近似によりすべての基底を使わずともスペクトルを再構成できることを示唆して
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おり、計算時間の短縮につながる。実用的な低ランク近似は第 4 章に記述する。 

 

 以上より、RSE 法における直交基底の特徴や展開次数と計算精度の関係を確認すること

ができた。 

 

2.4 MOC を用いた RSE 法の実装 

 本研究では、RSE 法を適用する輸送計算手法として、近年の格子計算でよく用いられて

いる MOC を用いる。本研究では、2 次元の MOC を対象として説明する。 

 

 まず、𝑛次の中性子束モーメントに対する輸送方程式である式(2.2.12)を式(2.4.1)のように

書き直す。式(2.4.1)では簡単のために散乱源と固定源を右辺の𝑄𝑛,𝑔(𝐫)にまとめた。 

𝛀 ∙ ∇𝛹𝑛,𝑔(𝐫,𝛀) +∑Σ𝑡,𝑔,𝑛,𝑖(𝐫)𝛹𝑖,𝑔(𝐫,𝛀)

𝑁

𝑖=1

= 𝑄𝑛,𝑔(𝐫) (2.4.1) 

MOC の理論に基づき、領域内で中性子束と巨視的断面積が一定と仮定し、中性子の飛行

方向を離散化すると式(2.4.1)は以下のように記述される。 

𝑑

𝑑𝑠
𝛹𝑛,𝑔,𝑚,𝑙(𝑠) +∑Σ𝑡,𝑔,𝑛,𝑖,𝑟𝛹𝑖,𝑔,𝑚,𝑙(𝑠)

𝑁

𝑖=1

= 𝑄𝑛,𝑔,𝑟 (2.4.2) 

ここで、𝑙は領域𝑟に含まれるセグメント、𝑠はセグメント𝑙における中性子の座標、𝛹𝑛,𝑔,𝑚,𝑙と

𝑄𝑛,𝑔,𝑟はそれぞれ𝑛次の角度中性子束と中性子源のモーメント、𝑔はエネルギー群、𝑟は領域、

𝑚は中性子の飛行方向、Σ𝑡,𝑔,𝑛,𝑖,𝑟は領域の平均巨視的全断面積である。 

 式(2.4.2)の各項は以下のように定義される。 

𝛹𝑛,𝑔,𝑚,𝑙(𝑠) = 𝛹𝑛,𝑔(𝐫,𝛀𝑚) 

𝑄𝑛,𝑔,𝑟 =
1

4𝜋

∫ 𝑄𝑛,𝑔(𝐫)𝑑𝐫𝐫∈𝑟

∫ 𝑑𝐫
𝐫∈𝑟

 

Σ𝑡,𝑔,𝑛,𝑖,𝑟 =
∫ Σ𝑡,𝑔,𝑛,𝑖(𝐫)𝑑𝐫𝐫∈𝑟

∫ 𝑑𝐫
𝐫∈𝑟

 

(2.4.3) 

 式(2.4.1)は従来の MOC の輸送方程式と類似しているが、衝突項が複数の角度中性子束モ

ーメントの線形結合となっている。式(2.4.1)は一階の連立微分方程式であるため、いくつか

の数値解法がある。式(2.4.2)の左辺にある∑ Σ𝑡,𝑔,𝑛,𝑖,𝑟𝛹𝑖,𝑔,𝑚,𝑙(𝑠)
𝑁
𝑖=1 について反復解法を用いて

更新する場合には、式(2.4.2)は以下のように変形される。 

𝑑

𝑑𝑠
𝛹𝑛,𝑔,𝑚,𝑙(𝑠) + Σ𝑡,𝑔,𝑛,𝑛,𝑟𝛹𝑛,𝑔,𝑚,𝑙(𝑠) = 𝑄𝑛,𝑔,𝑟 −∑Σ𝑡,𝑔,𝑛,𝑖,𝑟𝛹𝑖,𝑔,𝑚,𝑙(𝑠)

𝑖≠𝑛

 (2.4.4) 

式(2.4.4)は、右辺第 2 項を除いて従来の MOC の輸送方程式と同一であるため、既存の MOC

計算コードの適用が容易である。ここで、右辺第 2 項𝛹𝑖,𝑔,𝑚,𝑙(𝑠)には角度中性子束が一定で
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あるという近似が使われる。しかしながら、これまでの検討で全断面積モーメントが対角優

位でない（Σ𝑡,𝑔,𝑛,𝑖,𝑟 > Σ𝑡,𝑔,𝑛,𝑛,𝑟, 𝑖 ≠ 𝑛）ことが確認されており、反復解法が適用できないと見

込まれる。 

 代替として、本研究では式(2.4.2)を式(2.4.5)のような行列式に書き直し、直接的に解くこ

ととした。 

𝑑

𝑑𝑠
𝛹⃗⃗ 𝑔,𝑚,𝑙(𝑠) + 𝚺𝑡,𝑔,𝑟𝛹⃗⃗ 𝑔,𝑚,𝑙(𝑠) = 𝑄⃗ 𝑔,𝑟 

𝛹⃗⃗ 𝑔,𝑚,𝑙(𝑠) = (𝛹1,𝑔,𝑚,𝑙(𝑠) 𝛹2,𝑔,𝑚,𝑙(𝑠) … 𝛹𝑁,𝑔,𝑚,𝑙(𝑠))
T  

𝚺𝑡,𝑔,𝑟 =

(

 

Σ𝑡,𝑔,1,1,𝑟 Σ𝑡,𝑔,1,2,𝑟 … Σ𝑡,𝑔,1,𝑁,𝑟
Σ𝑡,𝑔,2,1,𝑟 Σ𝑡,𝑔,2,2,𝑟 ⋱ ⋮

⋮ ⋱ ⋱ ⋮
Σ𝑡,𝑔,𝑁,1,𝑟 … … Σ𝑡,𝑔,𝑁,𝑁,𝑟)

  

𝑄⃗ 𝑔,𝑟 = (𝑄1,𝑔,𝑟 𝑄2,𝑔,𝑟 … 𝑄𝑁,𝑔,𝑟)
T  

(2.4.5) 

式(2.4.5)は以下のように解くことができる。 

𝛹⃗⃗ 𝑔,𝑚,𝑙(𝑠) = 𝑒
−𝚺𝑡,𝑔,𝑟𝑠𝛹⃗⃗ 𝑔,𝑚,𝑙(0) + (𝐈 − 𝑒

−𝚺𝑡,𝑔,𝑟𝑠)𝚺𝑡,𝑔,𝑟
−1 𝑄⃗ 𝑔,𝑟 (2.4.6) 

ここで、𝑒−𝚺𝑡,𝑔,𝑟𝑠は行列指数、𝐈は単位行列である。エネルギー群𝑔、飛行方向𝑚、セグメント

𝑙に対する平均角度中性子束モーメント𝛹⃗⃗ 𝑔,𝑚,𝑙は以下のように表される。 

𝛹⃗⃗ 𝑔,𝑚,𝑙 = (𝚺𝑡,𝑔,𝑟𝑆)
−1
(𝛹⃗⃗ 𝑔,𝑚,𝑙(0) − 𝛹⃗⃗ 𝑔,𝑚,𝑙(𝑆) + 𝑄⃗ 𝑔,𝑟𝑆) (2.4.7) 

ここで、𝑆は極角方向を考慮したセグメント長であり、2 次元平面上のセグメント長を𝑆𝑚,𝑙、

飛行方向𝑚の極角を𝜃𝑚として、𝑆 = 𝑆𝑚,𝑙 sin𝜃𝑚⁄ で表される。 

本研究では、C++用行列計算ライブラリ Eigen[21]を用いて式(2.4.6)や式(2.4.7)を解いた。数

値計算の詳細については、次節に記載する。 

 

 従来の 2次元のMOCと同様に、領域𝑟平均の角度中性子束モーメントは次式で得られる。 

𝛹⃗⃗ 𝑔,𝑚,𝑟 =
∑

𝑆𝑚,𝑙
′

sin 𝜃𝑚
𝛿𝐴𝑚,𝑙𝛹⃗⃗ 𝑔,𝑚,𝑙𝑙∈𝑟

∑
𝑆𝑚,𝑙
′

sin 𝜃𝑚
𝛿𝐴𝑚,𝑙𝑙∈𝑟

 (2.4.8) 

ここで、𝛿𝐴𝑚,𝑙はレイトレース幅である。𝑆𝑚,𝑙
′ は領域𝑟の体積𝑉𝑟を保存するように補正された

セグメント長であり次式で表される。 

𝑆𝑚,𝑙
′ = 𝑆𝑚,𝑙

𝑉𝑟
∑ 𝑆𝑚,𝑙𝛿𝐴𝑚,𝑙𝑙∈𝑟

 (2.4.9) 

また、𝛹⃗⃗ 𝑔,𝑚,𝑙は、𝑆 = 𝑆𝑚,𝑙
′ sin 𝜃𝑚⁄ として式(2.4.7)で計算される。 

 

 領域𝑟平均の角度中性子束モーメント𝛹⃗⃗ 𝑔,𝑚,𝑟が得られれば、領域𝑟の全中性子束モーメント

は式(2.4.10)で得られる。 
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𝜙⃗ 𝑔,𝑟 =∑𝜔𝑚𝛹⃗⃗ 𝑔,𝑚,𝑟
𝑚

 

𝜙⃗ 𝑔,𝑟 = (𝜙1,𝑔,𝑟 𝜙2,𝑔,𝑟 … 𝜙𝑁,𝑔,𝑟)
T  

(2.4.10) 

ここで、𝜙⃗ 𝑔,𝑟は領域𝑟の全中性子モーメント、𝜔𝑚は立体角に対する重みで∑ 𝜔𝑚𝑚 = 4𝜋を満た

す。領域𝑟の超詳細群スペクトルは、中性子束𝜙⃗ 𝑔,𝑟を用いて式(2.2.6)で解ける。 

 

 上記のように、行列式を直接解くことで中性子束モーメントを計算することができる。一

方で、式(2.4.6)に含まれる行列指数𝑒−𝚺𝑡,𝑔,𝑟𝑠は、一般的に計算量が多く、さらにセグメント長

に依存することから、膨大な計算量となる。したがって、計算量削減のため行列指数を以下

のように解く。 

 まず、𝚺𝑡,𝑔,𝑟は対称行列であるため、固有値分解により以下のように分解される。 

𝚺𝑡,𝑔,𝑟 = 𝐕𝚲𝐕
T = (𝑣 1, 𝑣 2, … , 𝑣 𝑛)

(

 

𝜆1 0

𝜆2
⋱

0 𝜆𝑛)

 (𝑣 1, 𝑣 2, … , 𝑣 𝑛)
T (2.4.11) 

ここで、𝑣 𝑖は固有ベクトル、𝜆𝑖は固有値である。式(2.4.11)を𝑒−𝚺𝑡,𝑔,𝑟𝑠に代入すると、式(2.4.12)

のように表される。 

𝑒−𝚺𝑡,𝑔,𝑟𝑠 = 𝑒−𝑠(𝐕𝚲𝐕
T) = 𝐕𝑒−𝑠𝚲𝐕T = 𝐕(

𝑒−𝑠𝜆1 0
𝑒−𝑠𝜆2

⋱
0 𝑒−𝑠𝜆𝑛

)𝐕T (2.4.12) 

行列指数𝑒−𝑠𝚲は対角行列であるため、式(2.4.12)に要する計算コストは小さい。固有値分解は

セグメント長に依存しないため、群ごと・物質ごとに実施すればよく、これに係る計算コス

トも小さい。また、全断面積モーメント𝚺𝑡,𝑔,𝑟は比較的小さい行列であるため固有分解の計

算時間は小さい（例えば、3 章以降の検討では最大で 21× 21）。𝚺𝑡,𝑔,𝑟のサイズが大きい場合

や数値的に安定に解くことが困難である場合には、固有値分解の代わりに特異値分解を用

いることが可能である。 

 また、行列𝚲と𝐕はエネルギー群や物質領域に依存し、角度やレイトレースに対して独立

であるため、データ容量は比較的小さく、輸送計算時にはメモリ上に保存しておくべきであ

る。実用的には、燃焼や温度分布に伴う多くの物質を考慮する必要があるが、行列𝚲と𝐕は

ステートポイントごとに決まる値であるため、輸送計算の前にデータを準備することが可

能である。 
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 さらに、MOC 計算の効率を向上させるため、式(2.4.6)は次のように書ける。 

𝛹⃗⃗ 𝑔,𝑚,𝑙(𝑠) = (𝐕𝑒
−𝑠𝚲𝐕T)𝛹⃗⃗ 𝑔,𝑚,𝑙(0) + (𝐕𝐕

T − (𝐕𝑒−𝑠𝚲𝐕T)) (𝐕𝚲𝐕T)−𝟏𝑄⃗ 𝑔,𝑟 

= 𝐕((𝑒−𝑠𝚲𝐕T)𝛹⃗⃗ 𝑔,𝑚,𝑙(0) + ((𝚲
−𝟏𝐕T)𝑄⃗ 𝑔,𝑟) − 𝑒

−𝑠𝚲 ((𝚲−𝟏𝐕T)𝑄⃗ 𝑔,𝑟)) 

= 𝐕(𝑒−𝑠𝚲 (𝐕T𝛹⃗⃗ 𝑔,𝑚,𝑙(0)) + 𝐶 𝑔,𝑟 − 𝑒
−𝑠𝚲𝐶 𝑔,𝑟) 

(2.4.13) 

ここで、𝐶 𝑔,𝑟は(𝚲
−𝟏𝐕T)𝑄⃗ 𝑔,𝑟であり、角度やセグメントに依存しない。一度、領域に対して 

𝐶 𝑔,𝑟が得られれば、式(2.4.13)のように行列間の積をなくすことができる。例えば、展開次数

が𝑛次の場合には𝛹⃗⃗ 𝑔,𝑚,𝑙(𝑠)が𝑛個の要素を持っており、スカラー積の演算が𝑛2回である。これ

は式変形を行わない場合と比較して1/𝑛の計算コストである。 

 

  



31 

 

2.5 RSE 法の計算手順 

  本節では、RSE 法によって実効断面積を求める計算手順を示す。 

  まず、計算手順を図 2.7 に示す。 

 

 

図 2.7 RSE 法の計算手順 

 

計算手順は以下である。 

Ray trace and initialize

Start

Initialize moments of source:

Transport sweep and 

estimate flux moments: 

Flux moments converged ?

Prepare orthogonal bases 

and cross section moments

?

End

Calculate effective cross 

section: 

Update scattering source moment
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Step1: 超詳細群減速計算により、代表的な燃料組成、温度、背景断面積の均質体系の超詳

細群スペクトルを計算する。 

Step2: Step1 で得られた複数のスペクトルを特異値分解することで直交基底𝑓𝑖,𝑔(𝐸𝑔)を作

成する。 

Step3: 式(2.2.13)により、断面積モーメントΣ𝑡,𝑔,𝑛,𝑖(𝐫)とΣ𝑠,𝑗𝑔′→𝑛𝑔(𝐫)を作成する。 

Step4: MOC 計算のレイトレース情報を作成する。 

Step5: エネルギー群𝑔、領域𝑟、次数𝑖の全中性子束モーメント𝜙𝑖,𝑔,𝑟を初期化する。本研究

では、ある群に対して空間的、エネルギー的に一定の全中性子束を初期値とし、これを

基底で展開することにより全中性子束モーメントを求めている。 

Step6: 境界の角度中性子束を初期化する。ここでは等方な角度中性子束を仮定する

（𝛹(𝐫,𝛀𝑚, 𝐸𝑔) = 𝜙(𝐫,𝐸𝑔) 4𝜋⁄ ）。ここで、エネルギー群内の角度中性子束分布は一定で

あり、これを直交基底で展開する。 

Step7: 中性子源𝑄𝑟(𝐸𝑔)を初期化する。減速源の初期値はゼロである。 

Step8: 中性子源のモーメント𝑄𝑛,𝑔,𝑟を式(2.2.10)により計算する。 

Step9: 式(2.4.1)を用いて Transport sweep を行う。角度中性子束モーメント𝛹𝑛,𝑔,𝑟,𝑚を立体角

で積分して、領域ごとの全中性子束モーメントを求める。 

Step10: 式(2.5.1)を用いて中性子束モーメントの収束判定を行う。 

𝜀𝑗 = |((∑𝜙𝑛,𝑔,𝑟
𝑛

)

(𝑗−1)

− (∑𝜙𝑛,𝑔,𝑟
𝑛

)

(𝑗)

) (∑𝜙𝑛,𝑔,𝑟
𝑛

)

(𝑗)

⁄ | (2.5.1) 

𝜀𝑗は𝑗回目の反復で得られた全中性子束モーメントの相対残差である。なお、それぞれ

の次数における中性子束モーメントが非常に小さい値を取り得るため、本研究では中

性子束モーメントの和を収束判定に用いている。 

Step11: 中性子束モーメントが収束判定基準を満たさない場合は減速中性子源に対するモ

ーメントを更新する。 

Step12: Step8 から Step11 を繰り返し、全エネルギー群の中性子束モーメントを計算する。 

Step13: 超詳細群スペクトル𝜙𝑟(𝐸𝑔)を再構成し、式(2.5.2)により実効断面積𝜎𝑥,𝑔,𝑟,𝑒𝑓𝑓
𝑘 を計算

する。 

𝜎𝑥,𝑔,𝑟,𝑒𝑓𝑓
𝑘 =

∫ 𝜎𝑥,𝑟
𝑘 (𝐸)𝜙𝑟(𝐸)𝑑𝐸Δ𝐸𝑔

∫ 𝜙𝑟(𝐸)𝑑𝐸Δ𝐸𝑔

 (2.5.2) 

ここで、𝜎𝑥,𝑟
𝑘 (𝐸)は反応𝑥、核種𝑘、領域𝑟の微視的断面積である。 
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2.6 本章のまとめ 

 本章では、エネルギーに関する展開基底を用いた共鳴計算手法である RSE 法について説

明した。 

2.2 節では、従来の中性子束に関する多群輸送方程式に基づいて、中性子束モーメントに

関する輸送方程式を導出した。 

2.3 節では、エネルギーに関する直交基底の作成方法を示した。また、ROM の概念に基づ

き RSE 法の特徴を示した。 

2.4 節では、輸送計算手法である MOC を用いた RSE 法の実装方法を示した。 

2.5 節では、RSE 法を用いた共鳴計算の手順を示した。 

 次章では、ベンチマーク体系に対する RSE 法の適用性を確認する。 
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第3章 ベンチマーク体系を用いた RSE 法の適用性検討 

3.1 本章の概要 

 本章では、共鳴の取り扱いが重要となるベンチマーク体系に対して RSE 法を適用する。

超詳細群計算（以下、UFG 計算）の結果を参照値として、RSE 法の妥当性を確認する。3.2

節では、異なる組成のセルが隣接する 2 × 2 マルチセル体系を対象とし、共鳴干渉効果およ

びスペクトル干渉効果の取り扱いを確認する。3.3 節では、燃料棒内を複数の円環状に分割

した MOX 燃料の単一セルを対象とし、空間的自己遮蔽効果の取り扱いを確認する。3.4 節

では、UO2 単一集合体体系を対象とし、比較的規模の大きい体系における共鳴の取り扱い

を確認する。また、集合体計算で得られた実効断面積を用いて固有値計算を実施し、核特性

への影響を確認する。さらに、3.5 節では中性子源を考慮した基底による RSE 法を実施し、

RSE 法で中性子源が中性子束に関する基底で展開されることの妥当性を確認する。 

 

3.2 マルチセル体系 

 本節では、マルチセル体系を用いて、共鳴干渉効果とスペクトル干渉効果の取り扱いを確

認する。U-238 に加えて Pu-239 などの複数の共鳴核種が含まれる MOX 燃料を用いて共鳴

干渉効果の検討を行う。また、UO2 燃料と MOX 燃料という異なる組成の燃料を隣接させ

た体系を用いてスペクトル干渉効果の検討を行う。 

 

3.2.1 計算条件 

 まず、マルチセル体系を図 3.1 に示す。また、単一セルの寸法を表 3.1 に、各物質の組成

を表 3.2 に示す。境界条件は反射境界条件であり、温度は 600 K である。なお、簡単のた

め、燃料と被覆管の間のギャップは考慮しない。 

  

 

図 3.1 マルチセル体系 

 

表 3.1 単一セルの寸法 [cm] 

燃料棒半径 0.4095 

被覆管外側半径 0.4750 

セルピッチ 1.2600 

(a) (b)

MOX燃料

減速材

UO2燃料

被覆管
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表 3.2 各物質の組成 

 核種 
原子数密度 

[1/barn/cm] 
 核種 

原子数密度 

[1/barn/cm] 

燃料 

(UO2) 

16O 4.68618E-02 

燃料 

(MOX) 

16O 4.59163E-02 

235U 1.13836E-03 235U 4.16028E-05 

238U 2.22834E-02 238U 2.04972E-02 

減速材 

(H2O) 

1H 4.41629E-02 238Pu 4.87049E-05 

16O 2.20897E-02 239Pu 1.40652E-03 

被覆管 

(Zirconium) 

90Zr 1.96348E-02 240Pu 5.55429E-04 

91Zr 4.28188E-03 241Pu 2.40495E-04 

92Zr 6.54495E-03 242Pu 1.19746E-04 

94Zr 6.63272E-03 241Am 4.80973E-05 

96Zr 1.06856E-03   

 

 断面積ライブラリには JENDL-4.0[9]を用いる。核データ処理コード FRENDY[22]を用いて

ENDF 形式[23]の断面積ライブラリを ACE 形式[24]のファイルに変換し、ACE ファイル内のデ

ータから超詳細群構造に対応するポイントワイズの断面積を作成する。 

 

 参照値には超詳細群計算（UFG 計算）を用いる。UFG 計算は MOC 輸送計算コード

GENESIS[25]により実施する。MOC における計算条件を表 3.3 に示す。超詳細群構造は 

表 3.4 を用いる[26]。また、実効断面積は表 3.5 の XMAS172 群構造[10]で作成する。 

 

表 3.3 MOC の計算条件 

レイトレース幅 0.05 cm 

方位角分割数（2π） 32 

極角分割数（π） 6 (TY 分点[27]) 

エネルギー群構造 

多群構造 XMAS 172  

超詳細群数 
120,000  

(表 3.4) 

収束判定条件 
全中性子束 (UFG) 1 × 10−5 

中性子束モーメント: 𝜀𝑗 (RSE) 1 × 10−5 
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表 3.4 超詳細群構造 

エネルギー群上限 [eV] 
分割数 

(等レサジー分割) 

20,000,000 10,000 

52,475 56,000 

9118.8 12,000 

4307.4 12,000 

961.12 8,000 

130.07 12,000 

0.32242 10,000 

下限: 0.00001 eV 
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表 3.5 XMAS172 群構造 

 

  

  

Group
Upper energy

boundary [eV]
Group

Upper energy

boundary [eV]
Group

Upper energy

boundary [eV]
Group

Upper energy

boundary [eV]

1 1.964033E+07 44 1.503439E+04 87 8.315287E+00 130 9.100000E-01

2 1.733253E+07 45 1.113775E+04 88 7.523983E+00 131 8.600000E-01

3 1.491825E+07 46 9.118820E+03 89 6.160116E+00 132 8.500000E-01

4 1.384031E+07 47 7.465858E+03 90 5.346430E+00 133 7.900000E-01

5 1.161834E+07 48 5.530844E+03 91 5.043477E+00 134 7.800000E-01

6 1.000000E+07 49 5.004514E+03 92 4.129250E+00 135 7.050000E-01

7 8.187308E+06 50 3.526622E+03 93 4.000000E+00 136 6.250000E-01

8 6.703200E+06 51 3.354626E+03 94 3.380750E+00 137 5.400000E-01

9 6.065307E+06 52 2.248673E+03 95 3.300000E+00 138 5.000000E-01

10 5.488116E+06 53 2.034684E+03 96 2.767920E+00 139 4.850000E-01

11 4.493290E+06 54 1.507331E+03 97 2.720000E+00 140 4.330000E-01

12 3.678794E+06 55 1.433817E+03 98 2.600000E+00 141 4.000000E-01

13 3.011942E+06 56 1.234098E+03 99 2.550000E+00 142 3.910000E-01

14 2.465970E+06 57 1.010394E+03 100 2.360000E+00 143 3.500000E-01

15 2.231302E+06 58 9.142423E+02 101 2.130000E+00 144 3.200000E-01

16 2.018965E+06 59 7.485183E+02 102 2.100000E+00 145 3.145000E-01

17 1.652989E+06 60 6.772874E+02 103 2.020000E+00 146 3.000000E-01

18 1.353353E+06 61 4.539993E+02 104 1.930000E+00 147 2.800000E-01

19 1.224564E+06 62 3.717032E+02 105 1.840000E+00 148 2.480000E-01

20 1.108032E+06 63 3.043248E+02 106 1.755000E+00 149 2.200000E-01

21 1.002588E+06 64 2.039950E+02 107 1.670000E+00 150 1.890000E-01

22 9.071795E+05 65 1.486254E+02 108 1.590000E+00 151 1.800000E-01

23 8.208500E+05 66 1.367420E+02 109 1.500000E+00 152 1.600000E-01

24 6.081006E+05 67 9.166088E+01 110 1.475000E+00 153 1.400000E-01

25 5.502322E+05 68 7.567357E+01 111 1.445000E+00 154 1.340000E-01

26 4.978707E+05 69 6.790405E+01 112 1.370000E+00 155 1.150000E-01

27 4.504920E+05 70 5.559513E+01 113 1.337500E+00 156 1.000000E-01

28 4.076220E+05 71 5.157802E+01 114 1.300000E+00 157 9.500000E-02

29 3.019738E+05 72 4.825160E+01 115 1.235000E+00 158 8.000000E-02

30 2.732372E+05 73 4.551744E+01 116 1.170000E+00 159 7.700000E-02

31 2.472353E+05 74 4.016900E+01 117 1.150000E+00 160 6.700000E-02

32 1.831564E+05 75 3.726653E+01 118 1.125400E+00 161 5.800000E-02

33 1.227734E+05 76 3.372015E+01 119 1.110000E+00 162 5.000000E-02

34 1.110900E+05 77 3.051126E+01 120 1.097000E+00 163 4.200000E-02

35 8.229747E+04 78 2.760773E+01 121 1.071000E+00 164 3.500000E-02

36 6.737947E+04 79 2.498050E+01 122 1.045000E+00 165 3.000000E-02

37 5.516564E+04 80 2.260329E+01 123 1.035000E+00 166 2.500000E-02

38 4.086771E+04 81 1.945484E+01 124 1.020000E+00 167 2.000000E-02

39 3.697864E+04 82 1.592827E+01 125 9.960000E-01 168 1.500000E-02

40 2.928300E+04 83 1.370959E+01 126 9.860000E-01 169 1.000000E-02

41 2.739445E+04 84 1.122446E+01 127 9.720000E-01 170 6.900000E-03

42 2.478752E+04 85 9.905554E+00 128 9.500000E-01 171 5.000000E-03

43 1.661557E+04 86 9.189814E+00 129 9.300000E-01 172 3.000000E-03

1.000010E-05Lower energy boundary [eV]
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 次に、RSE 計算の条件を示す。中性子束モーメントの輸送計算には XMAS172 群構造を用

いる。すなわち、172 個のエネルギー群ごとに作成された直交基底を用いる。実効断面積も

同様に XMAS172 群構造で作成する。また、MOC の計算条件は表 3.3 のとおりであり、UFG

計算と同様である。 

 最後に、RSE 計算に用いる直交基底の作成条件を示す。表 3.6 は、直交基底の作成で用い

る均質体系の超詳細群スペクトルを計算するときのバックグラウンド断面積である。上述

の通り、RSE 法における展開次数の最大値は、バックグラウンド断面積の種類またはエネ

ルギー群に含まれる超詳細群数のうち小さいものである。例えば、図 3.1-(a)では、UO2 燃

料と MOX 燃料のそれぞれで 11 種類、減速材で 1 種類、被覆管で 9 種類、計 32 種類のバッ

クグラウンド断面積が用いられる。このとき、最大の展開次数は 32 次もしくは超詳細群数

のうち小さい方となる。展開次数はそれぞれの群で最大とする。 

 

表 3.6 各物質の均質体系における超詳細群計算で用いるバックグラウンド断面積 

 バックグラウンド断面積 [barn] 

燃料 

(UO2 または MOX) 

1.00e+10, 2.00e+04, 3.60e+03, 1.00e+03, 2.60e+02, 1.40e+02, 6.40e+01, 

5.20e+01, 2.80e+01, 1.00e+01, 1.00E-03 

減速材 

(H2O) 

1.00e+10 

被覆管 

(Zirconium) 

5.00e+06, 5.00e+05, 1.00e+05, 5.00e+04, 1.00e+04, 5.00e+03, 1.00e+03, 

5.00e+02, 5.00e+01 

  

 なお、本章の計算で用いる核データ、原子数密度、輸送計算の条件は、すべての節におい

ても同様であるため、以降の検討では特筆しない限り省略する。 

 

3.2.2 計算結果 

 RSE 計算で得られた実効断面積を参照値である UFG 計算の結果と比較する。まず、図 3.1

の(a)と(b)に含まれるすべての共鳴核種について、共鳴領域における実効断面積差異をそれ

ぞれ図 3.2 と図 3.3 に、差異の最大値をそれぞれ表 3.7 と表 3.8 に示す。共鳴領域は 1 eV - 

105 eV とする。実効断面積の差異は、参照値からの相対差異として、(RSE-UFG)/UFG と定

義する。 
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MOX 燃料 被覆管(MOX セル) 

  

UO2 燃料 被覆管(UO2 セル) 

図 3.2 図 3.1-(a)における共鳴核種の実効断面積差異 

 

  

MOX 燃料 被覆管 

図 3.3 図 3.1-(b)における共鳴核種の実効断面積差異 
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表 3.7 図 3.1-(a)における共鳴核種の実効断面積差異の最大値 

組成 核種 

実効全断面積差異 

最大差異[%] 
対応する 

エネルギー群 

MOX 燃料 

235U 0.07 69 

238U 0.30 64 

238Pu 0.30 69 

239Pu 0.10 63 

240Pu 0.58 63 

241Pu 0.13 64 

242Pu 0.17 64 

241Am 0.30 69 

UO2燃料 

235U 0.07 64 

238U 0.25 64 

被覆管 

(MOX セル) 

90Zr 0.09 47 

91Zr 0.77 49 

92Zr 0.59 49 

94Zr 0.16 47 

96Zr 1.47 63 

被覆管 

(UO2セル) 

90Zr 0.09 47 

91Zr 0.80 49 

92Zr 0.60 49 

94Zr 0.16 47 

96Zr 1.56 63 
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表 3.8 図 3.1-(b)における共鳴核種の実効断面積差異の最大値 

組成 核種 

実効全断面積差異 

最大差異[%] 
対応する 

エネルギー群 

MOX 燃料 

235U 0.16 75 

238U 0.11 64 

238Pu 0.30 69 

239Pu 0.08 60 

240Pu 1.58 63 

241Pu 0.12 64 

242Pu 0.41 64 

241Am 0.32 69 

被覆管 

90Zr 0.41 49 

91Zr 1.04 49 

92Zr 0.32 51 

94Zr 0.22 47 

96Zr 1.72 63 

  

 

表 3.7 と表 3.8 より、すべての核種について実効断面積の差異が 2 %未満であり、本手法

が参照値をよく再現していることがわかる。UO2 燃料に加えて MOX 燃料内核種の実効断

面積の精度が高いことから、共鳴干渉効果を取り扱うことができていると言える。 

 また、図 3.2 と図 3.3 の MOX 燃料内の共鳴核種に注目すると、図 3.2 の方が全体的に差

異が小さい。すなわち、UO2 と MOX が隣接する体系の方が精度良く計算されている。これ

は、RSE 法の特徴を表している。基底の作成において、図 3.1-(a)では UO2 燃料および MOX

燃料の均質媒体のスペクトルを考慮している一方で、図 3.1-(b)では MOX 燃料のスペクト

ルのみしか考慮していない。スペクトルの種類が増えるほど、より多様な基底が作成される

ため、非均質体系のスペクトルを基底で展開しやすくなったと考えらえる。なお、この特徴

については、次節の「燃料内に温度分布を持つ単一セル体系」を用いてより詳しく記述する。 
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 次に、異なる燃料セルが隣接する場合のスペクトル干渉効果について確認する。図 3.1 の

(a)と(b)の MOX 燃料について、参照値である UFG 計算で得られた実効断面積を比較する。

核特性に影響が大きい U-235、U-238、Pu-239、Pu-240 の実効断面積の差異を図 3.4 に示す。

差異は(a-b)/b と定義する。 

 

  

U-235 U-238 

  

  

Pu-239 Pu-240 

図 3.4  UFG 計算で得られた図 3.1-(a)と(b)の MOX 燃料内における共鳴核種の 

実効断面積差異（差異は(a-b)/b） 

 

 図 3.4 より、特に Pu の実効断面積に差異が現れており、スペクトル干渉効果が確認でき

る。RSE 計算の精度は 

 

表 3.7 と表 3.8 ですでに確認しているが、図 3.4 のスペクトル干渉効果の程度と比較する

ため、共鳴領域の実効断面積差異を図 3.5 と図 3.6 に示す。 

 

-5.0

-2.5

0.0

2.5

5.0

1.0E+0 1.0E+1 1.0E+2 1.0E+3 1.0E+4 1.0E+5

エネルギー [eV]

実
効
全
断
面
積
差
異

[%
]

-5.0

-2.5

0.0

2.5

5.0

1.0E+0 1.0E+1 1.0E+2 1.0E+3 1.0E+4 1.0E+5

エネルギー [eV]

実
効
全
断
面
積
差
異

[%
]

-5.0

-2.5

0.0

2.5

5.0

1.0E+0 1.0E+1 1.0E+2 1.0E+3 1.0E+4 1.0E+5

エネルギー [eV]

実
効
全
断
面
積
差
異

[%
]

-5.0

-2.5

0.0

2.5

5.0

1.0E+0 1.0E+1 1.0E+2 1.0E+3 1.0E+4 1.0E+5

エネルギー [eV]

実
効
全
断
面
積
差
異

[%
]



43 

 

  

U-235 U-238 

  

  

Pu-239 Pu-240 

図 3.5 図 3.1-(a)の MOX 燃料内共鳴核種の実効断面積差異 
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U-235 U-238 

  

  

Pu-239 Pu-240 

図 3.6 図 3.1-(b)の MOX 燃料内共鳴核種の実効断面積差異 

 

 図 3.5 と図 3.6 より、図 3.4 でスペクトル干渉効果の現れているエネルギー群について、

図 3.1 の MOX 燃料内共鳴核種の実効断面積差異が非常に小さいことが確認できる。この結

果は、異なる共鳴核種を含む燃料が隣接する場合でも、それぞれの均質体系におけるスペク

トルのすべてを用いて基底作成することにより、スペクトル干渉効果の影響を受けた非均

質体系のスペクトルを展開できることを示している。 

 

 以上の検討より、共鳴干渉効果およびスペクトル干渉効果を考慮すべき体系に対するRSE

法の適用性が確認できた。 
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3.3 燃料内に温度分布を持つ単一セル体系 

 本節では、燃料棒内を円環状に分割した MOX 燃料セル体系を用いて、空間自己遮蔽効果

の取り扱いを確認する。また、燃料領域に温度勾配をつけることで、より非均質性の高い条

件での検証を行う。 

 

3.3.1 計算条件 

 燃料棒内を円環状に 10 分割した MOX 燃料セル体系を図 3.7 に示す。燃料セルの寸法は

前述の表 3.1 と同様であり、燃料棒内はそれぞれの領域が等体積になるよう分割する。各領

域の温度は、表 3.9 に示すように燃料棒内の温度勾配の有無により 2 種類を考慮する。各物

質の組成は前述の表 3.2 と同様である。 

 

 

図 3.7 燃料棒内を円環状に 10 分割した MOX 燃料セル 

 

表 3.9 燃料セル内の各物質の温度 

領域 
温度 [K] 

勾配無し 勾配有り 

燃料 

01 (内側) 

997 

(各領域で同一) 

1190 

02 1140 

03 1100 

04 1060 

05 1010 

06 970 

07 930 

08 890 

09 860 

10 (外側) 820 

被覆管 
600 

減速材 

 

MOX燃料

減速材

被覆管
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 また、RSE計算の基底作成に用いる均質体系のバックグラウンド断面積は表 3.6を用い、

展開次数は最大とする。ここで、勾配無しの場合は燃料温度が 1 点であるため、基底作成に

用いるスペクトルの種類は 21 種類（燃料 11 点× 1 温度点、減速材 1 点、被覆管 9 点）であ

るが、勾配有りの場合は燃料温度が 10 点あるため、スペクトルの種類は 120 種類（燃料 11

点× 10 温度点、減速材 1 点、被覆管 9 点）である。したがって、勾配有りの場合の最大次数

は 120 次となる。 

 

3.3.2 計算結果 

 RSE 計算または UFG 計算により実効断面積を計算した。表 3.9 に示した温度勾配無しと

勾配有りの体系について、実効全断面積の差異を図 3.8 から図 3.11 に示す。実効断面積の

差異は、参照値からの相対差異として、(RSE-UFG)/UFG と定義する。 

 

  

U-235 U-238 

図 3.8 温度勾配無しの体系における U の実効全断面積の差異 

（凡例は表 3.9 に示す燃料棒内の位置） 
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Pu-238 Pu-239 

  

  

Pu-240 Pu-241 

  

  

Pu-242 Am-241 

図 3.9 温度勾配無しの体系における Pu と Am の実効全断面積の差異 

（凡例は表 3.9 に示す燃料棒内の位置） 
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U-235 U-238 

図 3.10 温度勾配有りの体系における U の実効全断面積の差異 

（凡例は表 3.9 に示す燃料棒内の位置） 
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Pu-238 Pu-239 

  

  

Pu-240 Pu-241 

  

  

Pu-242 Am-241 

図 3.11 温度勾配有りの体系における Pu と Am の実効全断面積の差異 

（凡例は表 3.9 に示す燃料棒内の位置） 

 

 図 3.8 から図 3.11 より実効断面積の差異は U-238 とその他ほとんどの共鳴核種で 1 %未

満であり、RSE 計算で得られた実効断面積が、温度勾配の有無や領域にかかわらず UFG 計

算の結果を再現していることがわかる。 

 

 ここで、図 3.8 と図 3.10 における U-238 の実効全断面積に注目すると、温度勾配無し（図 

3.8）の方が温度勾配有り（図 3.10）の場合と比較して、RSE 計算と UFG 計算の差異が大き
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く RSE 計算の精度が低くなるがわかる。温度勾配有りの体系は燃料内に複数の温度点を持

ち、体系の非均質性がより複雑であるため、直感的には温度勾配有りの体系でより再現精度

が下がると予想されるが、計算結果は逆の傾向を示している。 

 この原因は RSE 法の特徴により説明できる。計算条件に示した通り、直交基底の作成に

おけるスペクトルの種類は、温度勾配無しの場合 21 種類、温度勾配有り場合は 120 種類で

ある。したがって、温度勾配有りの計算ではより多様なスペクトルを考慮した基底が得られ

ており、スペクトルの再現性が向上したと考えられる。 

 この特徴を確かめるため、表 3.9 の温度勾配有りの条件で作成した基底を用いて、温度勾

配無しの体系の RSE 計算を実施する。RSE 計算における展開次数は最大である。UFG 計算

と比較した実効全断面積の差異を図 3.12 に示す。図 3.8 と図 3.12 を比較すると、図 3.12

の方が RSE 計算の精度が高いことがわかる。 

 

 

図 3.12 温度勾配有りの条件で作成した基底を用いた場合の、温度勾配無しの体系におけ

る U-238 の実効全断面積差異 

（凡例は表 3.9 に示す燃料棒内の位置） 

 

 最後に、ペレットの半径方向に対する実効断面積と反応度の精度を確認する。ここで、反

応度は式(3.3.1)で計算した。 

𝑅𝑥,𝑔,𝑟
𝑘 = ∫ 𝑁𝑟

𝑘𝜎𝑥,𝑟
𝑘 (𝐸)𝜙𝑟(𝐸)𝑑𝐸

Δ𝐸𝑔

 (3.3.1) 

ここで、𝑘は核種、𝑥は核反応、𝑔はエネルギー群、𝑟は領域の添え字を示し、𝑅は反応率、

𝑁は原子数密度、𝜎(𝐸)はポイントワイズの微視的断面積、𝜙(𝐸)は超詳細群スペクトルであ

る。 

RSE 計算と UFG 計算で得られた実効断面積および反応率について、その差異を燃料棒の

半径方向に対してプロットする。温度勾配無しおよび温度勾配有りのそれぞれの体系つい

て、U-238 の大きな共鳴が存在する XMAS172 群構造の 88 群（6.16 eV - 7.52 eV）の差異を

図 3.13 と図 3.14 に示す。図の横軸は燃料棒半径を 1 とした相対値である。 
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図 3.13 温度勾配無しの体系における 88 群の実効全断面積と全反応の差異 

 

  

図 3.14 温度勾配有りの体系における 88 群の実効全断面積と全反応の差異 

 

 図 3.13 と図 3.14 より、実効断面積差異および反応率の差異は 0.2 %未満であり、非常に

小さい。その上で、図 3.13 と図 3.14 を比較すると、温度勾配有りの体系で差異がより小さ

い。これは、前述の通り、温度勾配有りの体系で用いた基底の種類が多様であるためである。 

また、温度勾配無し(図 3.13)の場合には、差異が半径方向に対して単調に変化する傾向が

ある。これは、まさに空間自己遮蔽効果の影響である。温度勾配無しの場合に作成した基底

では、燃料棒の中心ほど共鳴吸収による落ち込みが大きくなるスペクトルを、再現しきれな

かったと考えられる。ただし、上記の通り、実効断面積の精度は非常に高く、温度点が 1 点

の燃料にバックグラウンド断面積を与えたスペクトルから得られる基底でも、燃料棒内の

空間自己遮蔽効果を考慮できていると言える。 

 

 以上より、空間的自己遮蔽効果および温度勾配がある非均質性の強い体系における共鳴

の取り扱いが可能であることが確認できた。また、再現したいスペクトルを包絡するよう

な多様なスペクトルを用いて基底を作成することで、実効断面積の精度が向上するという

RSE 法の特徴を確認した。 
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3.4 単一集合体体系 

 本節では、より規模の大きい単一集合体体系における共鳴の取り扱いを確認する。また、

RSE 計算で作成した実効断面積を用いて固有値計算を行い、核特性に対する影響を確認す

る。 

 

3.4.1 計算条件 

 VERA ベンチマーク[28]をもとにした UO2 単一集合体体系を図 3.15 に示す。集合体に含

まれる要素の寸法を表 3.10 に、各物質の組成を表 3.11 に示す。簡単のため、体系を次のよ

うに近似した。(1) 3.1 wt%の UO2 燃料は U-235、U-238、O-16 の 3 核種のみを含む。(2) 燃

料棒のギャップと被覆管は均質化する。(3) 集合体間ギャップは考慮しない。(4) 減速材内

にはホウ素を含まない。温度は全領域で 600 K とし、境界はすべて反射境界条件である。 

 

図 3.15 1/4 集合体体系 

 

表 3.10 集合体に含まれる要素の寸法 [cm] 

燃料棒半径 0.4096 

被覆管外側半径 0.4750 

セルピッチ 1.2600 

ガイドチューブ内側半径 0.5610 

ガイドチューブ外側半径 0.6020 

計装管内側半径 0.5590 

計装管外側半径 0.6050 

 

  

℄

℄

B

A

減速材

UO2燃料

被覆管
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表 3.11 集合体内の各物質の組成 

 核種 
原子数密度 

[1/barn/cm] 

燃料 

(UO2) 

16O 4.57640E-02 

235U 7.18132E-04 

238U 2.21639E-02 

減速材 

(H2O) 

1H 4.42033E-02 

16O 2.21017E-02 

被覆管、 

計装管、 

または 

ガイドチューブ 

(Zirconium) 

90Zr 1.96035E-02 

91Zr 4.27506E-03 

92Zr 6.53451E-03 

94Zr 6.62215E-03 

96Zr 1.06686E-03 

 

 RSE 計算の基底作成に用いる均質体系のバックグラウンド断面積は表 3.6 を用い、展開

次数は最大とする。展開次数の最大値は 21 次である（燃料 11 点、減速材 1 点、被覆管 9

点）。 

 

 次に、固有値計算における計算条件を示す。固有値計算には MOC 輸送計算コード

GENESIS[25]を用いる。MOC の計算条件を表 3.12 に示す。 

 

表 3.12 固有値計算における MOC の計算条件 

レイトレース幅 0.05 cm 

方位角分割数（2π） 32 

極角分割数（π） 4  (Gauss-Legendre 分点) 

多群構造 XMAS 172 

収束判定条件 
全中性子束 1 × 10−5 

実効増倍率 5 × 10−6 

境界条件 全境界で反射境界条件 

 

 また、固有値計算に用いる多群断面積は RSE 計算または UFG 計算で得られる実効断面積

を利用して以下のように作成する。 

(1) FRENDY/MG[29]を用いて、GENESIS コードで採用されている KRAM 形式[30]の多群断

面積を作成する。等価原理により燃料、減速材、被覆管の 3 種類の断面積を作成する。

なお、減速材と被覆管の断面積は無限希釈断面積として作成する。 
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(2) 作成した KRAM 形式断面積のうち、共鳴領域における燃料と被覆管の断面積を RSE

計算または UFG 計算で作成した実効断面積に置き換える。断面積の種類は、捕獲断

面積、生成断面積、弾性散乱断面積、全断面積である。また、共鳴領域は 1 eV から

1E5 eV までとし、XMAS172 群構造では 34 群（上限 1.11E5 eV）から 124 群(下限 0.996 

eV）が対応する範囲である。 

 以上より、RSE 計算または UFG 計算で得らえた実効断面積から、主要な共鳴領域以外の

条件を揃えた多群断面積を作成することで、固有値計算に対する共鳴領域における実効断

面積の影響を評価する。 

 

3.4.2 計算結果 

 まず、RSE 計算で得られた実効断面積の精度を確認する。図 3.15 の集合体体系のうち、

位置 A（周囲に比較的燃料が多い）と位置 B（周囲に比較的減速材が多い）に着目して、RSE

計算と UFG 計算でられた実効断面積を比較する。位置 A、B における共鳴核種 U-235 と U-

238 の実効断面積の差異を図 3.16 に示す。 

 

  

位置 A 位置 B 

図 3.16 集合体(図 3.15)の位置 A と位置 B における共鳴核種の実効全断面積差異 

 

 図 3.16 より、共鳴エネルギー領域における実効全断面積の差異は 1 %未満であり、RSE

計算で得らえた実効断面積は参照値をよく再現している。また、1/4 集合体のすべての燃料

棒における実効断面積差異の最大値は U-235 で 0.22%、U-238 で 0.19 %であり、単一集合体

の全領域で実効断面積の精度が高いことがわかる。 
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 次に、RSE計算またはUFG計算で得られた実効断面積を用いた固有値計算の結果を示す。

実効増倍率と燃料棒出力の比較結果を表 3.13 に示す。 

 

表 3.13 RSE 計算または UFG 計算の実効断面積を用いた固有値計算の結果とその差異 

実効増倍率 実効増倍率の差異 [%] 

|(RSE − UFG)/UFG| 

燃料棒出力の差異 [%] 

|(RSE − UFG)/UFG| 

RSE UFG MAX RMS 

1.33894 1.33932 2.9E-02 1.7E-03 7.4E-04 

 

 燃料内共鳴核種の実効断面積差異が最大で 0.2 %程度のとき、表 3.13 より固有値計算で

得られる実効増倍率や燃料棒出力の差異は非常に小さいことがわかる。なお、VERA ベンチ

マーク[28]に記載の固有値は 1.183360 ± 0.000024 である。本検討では、減速材中のホウ素を

考慮しなかったため、文献の値[28]よりも実効増倍率が高くなっている。 

 

 以上より、比較的規模の大きな非均質体系においても RSE 法が十分な精度を達成してい

ることを確認した。また実効断面積の精度が固有値計算で得られた核特性に与える影響が

小さいことを確認した。 

 

3.5 中性子源を考慮した基底を用いた RSE 計算 

 本節では、RSE 計算に用いる直交基底を抽出する行列に含まれるパラメータとして、中

性子束に加えて中性子源を含めた場合の挙動について確認する。 

 

3.5.1 直交基底による中性子源の展開 

 RSE 法の最大の特徴は、中性子束を直交基底で展開する点である。実効断面積を精度よ

く求めるためには、微視的断面積の重みづけとなる中性子束を精度よく解く必要がある。し

たがって、本手法では解析対象の中性子束を包絡するような均質体系の中性子束の形から、

直交基底を作成している。 

 さらに、式(2.2.5)に示すように、RSE 法の基礎方程式である中性子束モーメントに関する

輸送方程式の導出では、中性子束に加えて中性子源が直交基底で展開できると仮定してい

る。 

𝛹(𝐫,𝛀, 𝐸𝑔) =∑𝑓𝑖,𝑔(𝐸𝑔)𝛹𝑖,𝑔(𝐫,𝛀)

𝑁

𝑖=1

 

𝜙(𝐫, 𝐸𝑔) =∑𝑓𝑖,𝑔(𝐸𝑔)𝜙𝑖,𝑔(𝐫)

𝑁

𝑖=1

 

𝑄(𝐫,𝐸𝑔) =∑𝑓𝑖,𝑔(𝐸𝑔)𝑄𝑖,𝑔(𝐫)

𝑁

𝑖=1

 

(3.5.1) 
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 図 3.17 に示すように中性子源は、中性子束と比較して、エネルギーに対する急峻で大幅

な変化が少ないことから、この仮定は妥当なものだと考えられる。また、前述の検討におい

て実効断面積が精度よく得られていることからも、この仮定が裏付けられる。 

 

  

中性子束 中性子源 

図 3.17 UO2 燃料内の中性子束と中性子源のエネルギー依存性 (1 eV - 105 eV) 

 

 一方で、中性子束と中性子源の両方を用いて直交基底を作成すれば、中性子源が精度よく

展開されることで、中性子束の精度が向上する可能性がある。逆に、中性子源を考慮した基

底で中性子束を展開することで、精度が低下することも考えられる。以下では、中性子束と

中性子源の両方を用いて直交基底を作成し、RSE 計算で得られる中性子束、中性子源、実効

断面積の精度を確かめる。 

 中性子源を考慮した基底を作成する際に特異値分解する行列は以下のように作成する。

あるエネルギー群に𝑡個の超詳細群が存在し、バックグラウンド断面積を含む𝑚種類の均質

体系のスペクトルがあるとする。このとき、中性子束𝜙(𝐸)と中性子源𝑄(𝐸)を並べて式(3.5.2)

のように2𝑚 × 𝑡の行列𝐀を作成する。 

𝐀 =

(

 
 
 

𝜙1(𝐸1) ⋯ 𝜙1(𝐸𝑡)
⋮ ⋱ ⋮

𝜙𝑚(𝐸1) ⋯ 𝜙𝑚(𝐸𝑡)

𝑄1(𝐸1) ⋯ 𝑄1(𝐸𝑡)
⋮ ⋱ ⋮

𝑄𝑚(𝐸1) ⋯ 𝑄𝑚(𝐸𝑡))

 
 
 

 (3.5.2) 

本検討では、式(3.5.2)のように中性子源を中性子束の種類と同じ数だけ並べる。また、中性

子束と同様に、中性子源もエネルギー群内で規格化する。 

 なお、中性子源を考慮した基底を用いる場合でも、中性子束モーメントの輸送計算の手順

は、第 2 章に示した手順と同様である。 
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3.5.2 計算条件 

 計算体系には、前節の VERA ベンチマーク[28]をもとにした UO2 単一集合体体系に含まれ

る単一燃料セルを用いる。組成および寸法は、表 3.11 と表 3.14 に示したとおりである。温

度は全領域で 600 K とし、境界はすべて反射境界条件である。 

 

表 3.14 単一セルの寸法 [cm] 

燃料棒半径 0.4096 

被覆管外側半径 0.4750 

セルピッチ 1.2600 

 

 RSE 計算の基底作成に用いる均質体系のバックグラウンド断面積は表 3.6 を用いる。均

質体系の種類は、21 種類(燃料 11 点、減速材 1 点、被覆管 9 点)であるため、中性子源を考

慮して基底を作成する場合の最大次数は 21 × 2 = 42 次である。展開次数は最大とする。 

 

3.5.3 計算結果 

 単一セルにおいて、直交基底の作成に中性子束のみ、または中性子束と中性子源の両方を

考慮した RSE 計算を行った。得られたパラメータを UFG 計算で得られた結果と比較する。 

 

 まず、RSE 計算と UFG 計算で得られた中性子源を比較する。共鳴領域における中性子源

の比較を図 3.18 に示す。図 3.18 では、左が基底の作成に中性子束のみを考慮した結果、右

が中性子束と中性子源の両方を考慮した結果である。 

 

  

中性子束のみ 中性子束+中性子源 

図 3.18 中性子源の比較(展開次数最大): (RSE-UFG)/UFG 

 

 図 3.18 より、基底の作成に中性子束のみを考慮する場合には、共鳴領域における中性子

源の差異が局所的に非常に大きな値をとることがあり、100 %以上の差異が見られる。一方
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で、基底の作成に中性子源も考慮する場合には、中性子源の差異はほとんどのエネルギー範

囲で非常に小さく、最大でも 10 %程度である。 

 次に、中性子束について RSE 計算と UFG 計算を比較する。共鳴領域における中性子束の

比較を図 3.19 に示す。 

 

  

中性子束 中性子束+中性子源 

図 3.19 中性子束の比較(展開次数最大): (RSE-UFG)/UFG 

 

 図 3.19 より、基底の作成に中性子源を考慮するか否かにかかわらず、共鳴領域におけ

る中性子束の差異は非常に小さい。103 eV – 104 eV の範囲において、局所的に差異が大き

くなっており、中性子源を考慮しない場合には最大で 80 %程度、中性子源を考慮する場合

には最大で 50 %程度の差異が確認できる。したがって、本検討においては、中性子源を考

慮することで中性子束の精度が改善された。また、中性子源を考慮して作成された基底が

中性子束の展開に対して精度を低下させる作用がないことがわかった。 

 最後に、RSE 計算と UFG 計算で得られた実効断面積を比較する。共鳴領域における実

効断面積の比較を図 3.20 に示す。 

  



59 

 

  

中性子束 中性子束+中性子源 

図 3.20 実効断面積の比較(展開次数最大): (RSE-UFG)/UFG 

 

 中性子源を考慮した基底を用いることで中性子束の精度が向上したため、図 3.20 では

実効断面積の精度も向上している。ただし、精度向上のオーダーは 10-1 %程度である。こ

こで、RSE 計算に要した時間は、基底と断面積モーメントの生成を除いて、基底の作成に

中性子束のみを考慮した計算では約 150 [s]、中性子源も考慮した計算では約 300 [s]であっ

た。この時間の差は展開次数の最大値がそれぞれ 21 次と 42 次となっていることに起因す

る。したがって、計算コストを倍増すれば、実効断面積の精度を 10-1 %程度向上させるこ

とができるが、これは実用的なアプローチとは言えない。 

 

 以上より、本検討では基底の作成に中性子源を考慮することで、実効断面積の精度が向上

することが確認できた。しかしながら、実効断面積の精度向上の大きさと比較して、計算コ

ストの増加が膨大であるため、RSE 計算の基底作成において中性子源を考慮する必要性は

小さい。したがって、RSE 法において、中性子束から抽出された直交基底を用いて中性子源

を展開することの妥当性が確認できた。 
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3.6 本章のまとめ 

 本章では、ベンチマーク体系に RSE 法を適用し、実効断面積について UFG 計算の結果と

比較することで、本手法の適用性を確認した。 

 3.2 節では、スペクトル干渉効果が現れるような異なる組成の燃料が隣接するマルチセル

体系に対する適用性を示した。同時に、MOX 燃料における共鳴干渉効果の取り扱いが可能

であることを示した。 

 3.3 節では、燃料棒内を円環状に分割した単一セル体系を用いた検討を行った。空間的自

己遮蔽効果や温度勾配のある体系への適用性を示した。 

 3.4 節では、比較的規模の大きい単一集合体体系への適用性を示した。RSE 法で得られた

実効断面積を用いて固有値計算を行うことで、実効増倍率と燃料棒出力への影響を示した。 

 3.5 節では、中性子源を考慮した基底を用いた RSE 計算により、実効断面積の精度が向上

する一方で、計算コストの観点から中性子束のみを考慮した基底で中性子源を展開するこ

とが妥当であることを示した。 

 以上 4 つの検討により、RSE 法が主な共鳴の効果を取り扱うことが可能であることを示

すとともに、RSE 法の妥当性を示した。次章では、RSE 法の高速化について検討する。 
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第4章 RSE 法の高速化 

4.1 本章の概要 

 本章では、RSE 法の高速化を目的として、計算手法や計算条件の最適化を行う。4.2 節で

は、RSE 法の特徴である次元削減手法により高速化を試みる。4.3 節では、RSE 法の輸送計

算における MOC の離散化条件を粗くすることで高速化を試みる。4.4 節では、RSE 法の輸

送計算におけるエネルギー群を粗くすることで高速化を試みる。4.5 節では、減速中性子源

の取り扱いについてデータ量と計算時間の観点から検討を行う。 

 

4.2 低ランク近似 

 本章では、RSE 法の特徴である中性子束の関数展開に対して低ランク近似を適用するこ

とで、計算の高速化を行う。 

 

4.2.1 特異値の寄与率を用いた低ランク近似 

 第 2 章で説明したように、RSE 法では中性子束の関数展開に対して低ランク近似を適用

することができる。すなわち、中性子束の展開次数を削減することにより、計算コストの削

減が可能である。また、RSE 法ではエネルギー群ごとに超詳細群スペクトルを直交基底で

展開するため、エネルギー群ごとに展開次数を決定することが可能である。 

 本研究では、それぞれのエネルギー群について、特異値の寄与率を利用することで展開次

数を決定する。前述の通り、特異値の累積寄与率は式(4.2.1)で表される。 

(The cumulative contribution ratio of the 1st – 𝑘th vectors) =
∑ 𝜎𝑖

2𝑘
𝑖=1

∑ 𝜎𝑖2
𝑚
𝑖=1

 (4.2.1) 

一方で、特異値の欠損率[31]を式(4.2.2)で定義する。 

1 −
∑ 𝜎𝑖
𝑘
𝑖=1

∑ 𝜎𝑖
𝑚
𝑖=1

 (4.2.2) 

 例えば、3.1 wt%の UO2 単一燃料セルに含まれる各組成に対して、表 4.1 のバックグラウ

ンド断面積を与えて直交基底を作成した場合を考える。U238 の大きい共鳴がある 88 群に

おける特異値の次数に対する欠損率を図 4.1 に示す。 
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表 4.1 燃料の各組成に対するバックグラウンド断面積 

 バックグラウンド断面積 [barn] 

燃料 

(UO2 または MOX) 

1.00e+10, 2.00e+04, 3.60e+03, 1.00e+03, 2.60e+02, 1.40e+02, 6.40e+01, 

5.20e+01, 2.80e+01, 1.00e+01, 1.00E-03 

減速材 

(H2O) 

1.00e+10 

被覆管 

(Zirconium) 

5.00e+06, 5.00e+05, 1.00e+05, 5.00e+04, 1.00e+04, 5.00e+03, 1.00e+03, 

5.00e+02, 5.00e+01 

 

 

図 4.1 特異値の次数と欠損率の関係 

 

 次数に対して特異値が急激に減少することから自明ではあるが、図 4.1 では欠損率が次

数に対して急減に減少していることがわかる。 

 欠損率を用いた低ランク近似では、それぞれのエネルギー群における特異値の欠損率を

満たすように展開次数を決定する。なお、第 2 章で示した通り、展開次数が 10 次程度まで

大きくすれば、実効断面積の精度が収束することが確認されている。図 4.1 では 10 次のと

きの欠損率がおおよそ 10-5 であるため、以降の検討ではこの欠損率を基準として欠損率に

対する実効断面積の精度を確認する。 

 

4.2.2 計算条件 

 計算体系には図 4.2 の VERA ベンチマーク[28]に基づく単一集合体体系を用いる。燃料

が UO2 のみ、または MOX のみの 2 種類の集合体を用いる。各物質の組成を表 4.2 に示す。

境界条件は完全反射である。 
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図 4.2 1/4 集合体体系 

 

表 4.2 集合体の各物質の組成 

Material Nuclide 
Number density 

[1/barn/cm] 

燃料 

(UO2) 

16O 4.57640E-02 

235U 7.18132E-04 

238U 2.21639E-02 

燃料 

(MOX) 

16O 4.59163E-02 

235U 4.16028E-05 

238U 2.04972E-02 

238Pu 4.87049E-05 

239Pu 1.40652E-03 

240Pu 5.55429E-04 

241Pu 2.40495E-04 

242Pu 1.19746E-04 

241Am 4.80973E-05 

減速材 

(H2O) 

1H 4.42033E-02 

16O 2.21017E-02 

被覆管 

計装管 

または 

ガイドチューブ 

(Zirconium) 

90Zr 1.96035E-02 

91Zr 4.27506E-03 

92Zr 6.53451E-03 

94Zr 6.62215E-03 

96Zr 1.06686E-03 

 

℄

℄

B

A

減速材

燃料

被覆管
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 MOC の条件は表 4.3 に示すものを用いる。 

 

表 4.3 MOC の計算条件 

レイトレース幅 0.05 cm 

方位角分割数（2π） 32 

極角分割数（π） 6 (TY 分点[27]) 

エネルギー群構造 
多群構造 XMAS 172  

超詳細群数 120,000 

収束判定条件 
全中性子束 (UFG) 1 × 10−5 

中性子束モーメント: 𝜀𝑗 (RSE) 1 × 10−5 

 

 RSE 計算の基底作成に用いる均質体系のバックグラウンド断面積は表 4.1 を用いる。展

開次数の最大値は 21 次である（燃料 11 点、減速材 1 点、被覆管 9 点）。 

 RSE 計算は表 4.4 の 4 ケースで行う。 

 

表 4.4 RSE 計算の計算ケース 

 計算ケース 

1 欠損率 1E-1 

2 欠損率 1E-3 

3 欠損率 1E-5 

4 欠損率ゼロ(展開次数最大) 

  

 RSE 計算の展開次数は表 4.4 の欠損率に応じて決定する。UO2 集合体、MOX 集合体のそ

れぞれについて、エネルギー群ごとに欠損率を満たす展開次数を図 4.3 に示す。 

 

  

UO2 集合体 MOX 集合体 

図 4.3 欠損率別のエネルギー群に対する展開次数（凡例は欠損率） 
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 図 4.3 より、UO2 と MOX は同様の傾向を示すことがわかる。また、1 eV から 1E5 eV の

共鳴領域では次数が大きくなっているが、これは複雑な共鳴断面積を表現するためには多

くの基底が必要となることを示している。 

 

4.2.3 計算結果 

 UFG 計算で得られた実効断面積を参照値として、RSE 計算で得られた実効断面積の精度

を確認する。集合体の位置 B（図 3.9）における実効断面積の精度を図 4.4 から図 4.6 に示

す。 

  

Deficit ratio: 1E-1 Deficit ratio: 1E-3 

  

  

Deficit ratio: 1E-5 Deficit ratio: Zero 

図 4.4 UO2 集合体位置 B における U の実効断面積の比較: (RSE-UFG)/UFG 
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Deficit ratio: 1E-1 Deficit ratio: 1E-3 

  

  

Deficit ratio: 1E-5 Deficit ratio: Zero 

図 4.5  MOX 集合体位置 B における U の実効断面積の比較: (RSE-UFG)/UFG 
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Deficit ratio: 1E-1 Deficit ratio: 1E-3 

  

  

Deficit ratio: 1E-5 Deficit ratio: Zero 

図 4.6  MOX 集合体位置 B における Pu と Am の実効断面積の比較: (RSE-UFG)/UFG 

 

 図 4.4 から図 4.6 の結果を観察すると、実効断面積の精度は欠損率を 1E-3 まで大きくし

ても欠損率がゼロの場合と同等の精度が保たれることがわかる。図 4.3 より、欠損率が 1E-

3 のときの共鳴領域における展開次数は最大で 7 次程度であり、展開次数の最大値 21 次と

比較して、少ない次数でも実効断面積を高い精度で再現できることがわかった。 

 

 次に計算時間について示す。基底と断面積モーメントの生成を除いた RSE 計算の輸送計

算および実効断面積の計算に要した時間を図 4.7 に示す。なお、図 4.7 では欠損率がゼロの

場合の計算時間を 100 としており、実際の計算時間は UO2 集合体で 4975 [s]、MOX 集合体

で 4964 [s]である。 
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UO2 集合体 MOX 集合体 

図 4.7 UO2 集合体または MOX 集合体の RSE 計算における計算時間（欠損率ゼロの場

合を 100 とする） 

 

 図 4.7 より、低ランク近似を適用した場合の計算時間は 3 割から 4 割程度までに削減さ

れることがわかる。全体的に展開次数が半分以下であるのに対して、計算時間の削減がそれ

に満たないのは、データの読み込みや実効断面積等の輸送計算以外の処理が含まれている

ためである。 
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4.3 MOC における離散化条件 

 本節では、RSE 法の輸送計算における MOC の離散化条件について検討する。UO2 単一

集合体体系において、MOC の各離散化パラメータが実効断面積の精度に対してどの程度感

度を持つのか確認するとともに、計算時間の削減を試みる。 

 

4.3.1 計算条件 

 計算体系には、前述の 3.4 節と同様に VERA ベンチマークに基づく単一集合体体系を用

いる。燃料は UO2 燃料とする。 

 参照値は UFG 計算する。参照計算で用いる MOC の離散化条件を表 4.5 に示す。 

 

表 4.5 参照計算における MOC の離散化条件 

レイトレース幅 [cm] 0.05 

方位角分割数 (2π) 32 

極角分割数 (π) 6 (TY 分点[27]) 

燃料セルの 

空間メッシュ 

 

 

 RSE 計算の MOC の離散化条件は表 4.5 を基準とする。表 4.5 のうち 1 つのパラメータを

表 4.6 に示した粗い条件に変更して RSE 計算を行う。 

 

表 4.6 RSE 計算に用いる MOC の離散化パラメータ 

レイトレース幅[cm] 0.20 

方位角分割数 (2π) 4 

極角分割数 (π) 2 (TY 分点[27]) 

空間メッシュ 

  

 

 したがって、RSE 計算は表 4.7 に示す 5 ケースを行う。 
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表 4.7 離散化パラメータ別 RSE 計算の計算ケース 

Case1 参照計算と同一条件 

Case2 レイトレース幅のみ変更 

Case3 方位角分割数のみ変更 

Case4 極角分割数のみ変更 

Case5 空間メッシュのみ変更 

 

 

4.3.2 計算結果 

 まず、RSE 計算で得られた実効断面積を参照値と比較する。集合体の 2 つの位置におけ

る実効断面積の比較を図 4.8 から図 4.12 に示す。 

 

  

位置 A 位置 B 

図 4.8 実効断面積の比較 [Case1: 参照計算と同一条件] 
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位置 A 位置 B 

図 4.9 実効断面積の比較 [Case2: レイトレース幅のみ 0.20 cm に変更] 

 

  

位置 A 位置 B 

図 4.10 実効断面積の比較 [Case3: 方位各分割数のみ 4 (𝟐𝛑)に変更] 
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位置 A 位置 B 

図 4.11 実効断面積の比較 [Case4: 極角分割数のみ 2 (𝛑)に変更] 

 

  

位置 A 位置 B 

図 4.12 実効断面積の比較 [Case5: 空間メッシュのみ粗いものに変更] 

 

 図 4.8 から図 4.12 より、特に Case5 の空間メッシュを粗くした場合には、Case1 の傾向

と同様であり、実効断面積の精度に対する空間メッシュの影響が小さいことがわかる。ま

た、レイトレース幅も比較的影響が小さいことがわかる。一方で、方位角や極角の分割数

は共鳴群の広い範囲に対して影響があることがわかる。 

 また、それぞれの計算時間を図 4.13 に示す。 
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図 4.13 計算ケースごとの計算時間 

 

空間メッシュを粗くした場合には、計算時間は半分程度まで削減される。その他のパラメ

ータも適切に組み合わせることで、実効断面積の精度を保ちつつ、さらに計算時間の削減が

可能であると言える。 
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4.4 RSE 法の輸送計算におけるエネルギー群構造 

 本節では、RSE 法の輸送計算におけるエネルギー群構造に粗いエネルギー群を適用し、

実効断面積の精度や計算時間について確認する。 

 

4.4.1 概要 

  RSE 法では中性子束モーメントに関する輸送方程式をエネルギー群ごとに解き、得ら

れた中性子束モーメントを基底で展開することによって超詳細群の中性子束が得られる。

最終的には全エネルギー範囲に対して超詳細群の中性子束が得られるため、輸送計算に用

いるエネルギー群構造と実効断面積を算出するエネルギー群構造が一致する必要はない。 

 より粗いエネルギー群構造で輸送計算を行った場合に、再構成されたスペクトルおよび

実効断面積の精度が高いまま得ることができれば、計算時間を削減することが可能である。

一方で、エネルギー群内のスペクトルを基底で展開することが困難になる可能性がある。 

 本検討では、RSE 計算に以降に示す粗いエネルギー群を適用する。超詳細群のスペクト

ルおよび XMAS172 群で算出された実効断面積の精度を確認する。 

 

4.4.2 計算条件 

 まず、適用するエネルギー群構造を示す。第 3 章に示した XMAS172 群構造に加えて、

MOC 輸送計算コード MPACT で採用されている 51 群構造[32]を用いる。表 4.8 に 51 群構造

を示す。ただし、全エネルギー範囲の上限と下限はこれまでの計算と一致させるようにした。

さらに、51 群構造の共鳴領域(1 eV – 1E5 eV)を粗くした 29 群、26 群、25 群を用いる。 
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表 4.8 MPACT51 群 

Group 
Upper energy 

boundary [eV] 
Group 

Upper energy 

boundary [eV] 
Group 

Upper energy 

boundary [eV] 

1  1.964033E+07 18  4.830000E+01 35  1.080000E+00 

2  6.434000E+06 19  3.000000E+01 36  1.010000E+00 

3  4.304000E+06 20  1.440000E+01 37  9.750000E-01 

4  2.354000E+06 21  1.190000E+01 38  9.250000E-01 

5  1.356000E+06 22  8.100000E+00 39  7.500000E-01 

6  8.200000E+05 23  7.150000E+00 40  6.250000E-01 

7  4.920000E+05 24  6.250000E+00 41  5.000000E-01 

8  2.000000E+05 25  5.400000E+00 42  3.500000E-01 

9  7.300000E+04 26  5.000000E+00 43  2.750000E-01 

10  5.000000E+04 27  4.700000E+00 44  2.000000E-01 

11  2.000000E+04 28  3.730000E+00 45  1.500000E-01 

12  9.500000E+03 29  2.470000E+00 46  1.000000E-01 

13  2.250000E+03 30  1.860000E+00 47  8.000000E-02 

14  9.500000E+02 31  1.450000E+00 48  6.000000E-02 

15  3.050000E+02 32  1.250000E+00 49  4.000000E-02 

16  1.430000E+02 33  1.175000E+00 50  3.000000E-02 

17  7.600000E+01 34  1.130000E+00 51  1.000000E-02 

   Lower energy boundary [eV] 1.000010E-05 

 

  



76 

 

表 4.9 29 群構造 

Group 
Upper energy 

boundary [eV] 
Group 

Upper energy 

boundary [eV] 

1  1.964033E+07 16 9.250000E-01 

2  6.434000E+06 17 7.500000E-01 

3  4.304000E+06 18 6.250000E-01 

4  2.354000E+06 19 5.000000E-01 

5  1.356000E+06 20 3.500000E-01 

6  8.200000E+05 21 2.750000E-01 

7  4.920000E+05 22 2.000000E-01 

8  2.000000E+05 23 1.500000E-01 

9  1.000000E+05 24 1.000000E-01 

10  1.000000E+04 25 8.000000E-02 

11  1.000000E+03 26 6.000000E-02 

12  1.000000E+02 27 4.000000E-02 

13  1.000000E+01 28 3.000000E-02 

14 1.010000E+00 29 1.000000E-02 

15 9.750000E-01   

 Lower energy boundary [eV] 1.000010E-05 
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表 4.10 26 群構造 

Group 
Upper energy 

boundary [eV] 
Group 

Upper energy 

boundary [eV] 

1  1.964033E+07 14  7.500000E-01 

2  6.434000E+06 15 6.250000E-01 

3  4.304000E+06 16 5.000000E-01 

4  2.354000E+06 17 3.500000E-01 

5  1.356000E+06 18 2.750000E-01 

6  8.200000E+05 19 2.000000E-01 

7  4.920000E+05 20 1.500000E-01 

8  2.000000E+05 21 1.000000E-01 

9  1.000000E+05 22 8.000000E-02 

10  1.000000E+03 23 6.000000E-02 

11  1.010000E+00 24 4.000000E-02 

12  9.750000E-01 25 3.000000E-02 

13  9.250000E-01 26 1.000000E-02 

 Lower energy boundary [eV] 1.000010E-05 

 

表 4.11 25 群構造 

Group 
Upper energy 

boundary [eV] 
Group 

Upper energy 

boundary [eV] 

1  1.964033E+07 14 6.250000E-01 

2  6.434000E+06 15 5.000000E-01 

3  4.304000E+06 16 3.500000E-01 

4  2.354000E+06 17 2.750000E-01 

5  1.356000E+06 18 2.000000E-01 

6  8.200000E+05 19 1.500000E-01 

7  4.920000E+05 20 1.000000E-01 

8  2.000000E+05 21 8.000000E-02 

9  1.000000E+05 22 6.000000E-02 

10  1.010000E+00 23 4.000000E-02 

11  9.750000E-01 24 3.000000E-02 

12  9.250000E-01 25 1.000000E-02 

13  7.500000E-01   

 Lower energy boundary [eV] 1.000010E-05 
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 計算体系には VERA ベンチマークの UO2 単一セルを用いる。境界条件は完全反射であ

る。特異値が参照値は UFG 計算とし、MOC の計算条件は表 4.3 と同様である。 

RSE 計算のバックグラウンド断面積は表 4.1 を用い、展開次数は最大である。また、実効

断面積は XMAS172 群構造で作成する。 

 

4.4.3 計算結果 

 上記のそれぞれのエネルギー群において RSE 計算を行う。まず、超詳細群スペクトルを

UFG 計算と比較する。図 4.14 に UO2 燃料内の共鳴領域における RSE 計算と UFG 計算の

スペクトルの差異を示す。なお、25 群構造では中性子束モーメントの計算が収束しなかっ

たため計算結果は示さない。 

 

  

172 群 51 群 

  

  

29 群 26 群 

図 4.14 UO2 燃料内の超詳細群スペクトルの差異: (RSE-UFG)/UFG 

 

 図 4.14 より、29 群まで粗くしても中性子束は全体的に一致しており、局所的に大きな差

異が現れるのみである。262 群まで粗くすると、全体的に差異が現れる。 
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 次に、実効断面積の差異を群構造ごとに図 4.15 から図 4.18 に示す。 

 

  

図 4.15 UO2 燃料内共鳴核種の実効断面積の比較 (172 群) 

 

  

図 4.16 UO2 燃料内共鳴核種の実効断面積の比較 (51 群) 

 

  

図 4.17 UO2 燃料内共鳴核種の実効断面積の比較 (29 群) 
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図 4.18 UO2 燃料内共鳴核種の実効断面積の比較 (26 群) 

 

 172 群の場合は差異が±1 %未満であるのに対して、51 群まで粗くすると±2 %未満の精度

となる。それ以上粗くした場合には、差異が 10 %を超えており精度が低い。したがって、

XMAS172 群構造では 1 eV – 1E5 eV のエネルギー領域を約 90 群に分割しているが、51 群構

造のように 20 群程度の分割でも、実効断面積に対してある程度の精度を確保することがで

きることがわかる。 

 最後に計算時間について示す。UO2 の単一集合体に適用した場合、172 群構造で約 5000 

[s]、51 群構造で約 2000 [s]であり、大幅な削減が可能である。UO2 単一集合体に適用した場

合の内部反復回数を図 4.19 に示す。エネルギー群を粗くしたときには共鳴領域で反復回数

が数回増えるが、群構造を減らしたことにより全体の計算時間は削減されたと言える。 

 

 

図 4.19 UO2 単一集合体 RSE 計算における各エネルギー群の内部反復回数 
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4.5 減速中性子源の取り扱い 

 本節では、RSE 法における減速中性子源の取り扱い方法について検討する。第 2 章で示

した中性子源の計算方法とは別に、計算過程で保存しておくべきデータ量を削減するよう

な 2 つの計算方法を提案する。 

 

4.5.1 中性子源の取り扱い 

 まず、RSE 法における中性子束モーメントの輸送方程式を式(4.5.1)に示す。 

𝛀 ∙ ∇𝛹𝑛,𝑔(𝐫,𝛀) +∑Σ𝑡,𝑔,𝑛,𝑖(𝐫)𝛹𝑖,𝑔(𝐫,𝛀)

𝑁

𝑖=1

= 𝑄𝑛,𝑔(𝐫) (4.5.1) 

式(4.5.1)右辺の中性子源項は、以下のように散乱源と固定源が含まれる。 

𝑄𝑛,𝑔(𝐫) =
1

4𝜋
∑ ∑Σ𝑠,𝑗𝑔′→𝑛𝑔(𝐫)𝜙𝑗,𝑔′(𝐫)

𝑁

𝑗=1

𝐺

𝑔′=1

+
1

4𝜋
𝑄𝑓𝑖𝑥𝑒𝑑,𝑛,𝑔(𝐫) (4.5.2) 

散乱断面積モーメントは式(4.5.3)で定義される。 

Σ𝑠,𝑗𝑔′→𝑛𝑔(𝐫) = ∫ ∫ 𝑓𝑛,𝑔(𝐸𝑔)Σ𝑠(𝐫, 𝐸𝑔′ → 𝐸𝑔)𝑓𝑗,𝑔′(𝐸𝑔′)𝑑𝐸𝑔′
𝛥𝐸𝑔′

𝑑𝐸𝑔
𝛥𝐸𝑔

 (4.5.3) 

ここで、RSE 法における散乱断面積モーメントΣ𝑠,𝑗𝑔′→𝑛𝑔(𝐫)は従来の輸送方程式における

散乱マトリックス比べて複雑である。なぜなら、エネルギー群間の輸送に加えて展開次数間

の輸送が含まれるからである。散乱断面積モーメントは位置に依存するため、多領域体系に

適用するためには、断面積モーメント作成の段階で比較的多くのデータを保存しておくこ

とが必要となる。 

 この問題を回避する方法として、RSE 法の輸送計算の前に散乱断面積モーメントをあら

かじめ作成せずに輸送方程式を解く方法を説明する。 

 

A) 減速方程式を利用する方法 

 まず、中性子源モーメント𝑄𝑛,𝑔(𝐫)は超詳細群の中性子源𝑄(𝐫, 𝐸𝑔)を用いて以下のよう得ら

れる。 

𝑄𝑛,𝑔(𝐫) = ∫ 𝑓𝑛,𝑔(𝐸𝑔)𝑄(𝐫, 𝐸𝑔)𝑑𝐸𝑔
Δ𝐸𝑔

 

= ∫ 𝑓𝑛,𝑔(𝐸𝑔){𝑄𝑠𝑙𝑑(𝐫, 𝐸𝑔) + 𝑄𝑓𝑖𝑥𝑒𝑑(𝐫, 𝐸𝑔)}𝑑𝐸𝑔
Δ𝐸𝑔

 

(4.5.4) 

ここで、𝑄𝑠𝑙𝑑(𝐫, 𝐸𝑔)は減速中性子源、𝑄𝑓𝑖𝑥𝑒𝑑(𝐫, 𝐸𝑔)は固定源である。減速中性子源は減速方程

式[5][10]により、以下のように計算できる。 

𝑄𝑠𝑙𝑑(𝐫, 𝐸𝑔) =∑∫
𝑁𝑘𝜎𝑠,𝑘(𝐫, 𝐸)𝜙(𝐫, 𝐸)

(1 − 𝛼𝑘)𝐸

𝐸𝑔 𝛼𝑘⁄

𝐸𝑔𝑘

𝑑𝐸 (4.5.5) 

ここで、𝑘は核種、𝑁𝑘は原子数密度、𝜎𝑠,𝑘(𝐫, 𝐸)は核種𝑘の微視的弾性散乱断面積である。また
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𝛼𝑘は中性子に対する相対質量𝐴𝑘を用いて以下で表される。 

𝛼𝑘 = (
𝐴𝑘 − 1

𝐴𝑘 + 1
)
2

 (4.5.6) 

 式(4.5.5)には超詳細群スペクトル𝜙(𝐫, 𝐸)が含まれるが、これが最終的に求めたいパラメー

タである。したがって、反復計算で更新される中性子束モーメントから超詳細群のスペクト

ルを再構成することで、減速中性子源を計算する。 

 なお、中性子束モーメントの反復計算毎にスペクトルを再構成し、減速計算を行う必要が

あることから、オリジナルの手法よりも計算時間を要する。 

 手法 A の計算フローを図 4.20 に示す。 
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図 4.20 手法 A: 減速方程式を利用した RSE 計算の計算フロー 
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B) 減速方程式と散乱断面積モーメントを組み合わせる方法 

 本手法は、前述の手法 A とオリジナルの手法を組み合わせるものである。まず、散乱源

項を自群散乱(𝑖𝑠𝑙𝑑 )と下方散乱(𝑢𝑠𝑙𝑑 )に分割して、中性子源のモーメントを以下のように記

述する。 

𝑄𝑛,𝑔(𝐫) = 𝑄𝑠𝑙𝑑,𝑛,𝑔(𝐫) + 𝑄𝑓𝑖𝑥𝑒𝑑,𝑛,𝑔(𝐫) 

= 𝑄𝑖𝑠𝑙𝑑,𝑛,𝑔(𝐫) + 𝑄𝑢𝑠𝑙𝑑,𝑛,𝑔(𝐫) + 𝑄𝑓𝑖𝑥𝑒𝑑,𝑛,𝑔(𝐫) 
(4.5.7) 

自群散乱のモーメントはオリジナルの手法と同様に断面積モーメントを用いて式(4.5.8)

で計算する。 

𝑄𝑖𝑠𝑙𝑑,𝑛,𝑔(𝐫) =
1

4𝜋
∑Σ𝑠,𝑔,𝑗→𝑛(𝐫)𝜙𝑔,𝑗(𝐫)

𝑁

𝑗=1

 (4.5.8) 

ただし、エネルギー群間の散乱は考慮しないので、輸送計算の前にあらかじめ計算するべき

散乱断面積モーメントΣ𝑠,𝑔,𝑗→𝑛(𝐫)は展開次数間の散乱だけを考慮すればよい。 

 下方散乱のモーメントは手法 A と同様に減速方程式を用いて式(4.5.9)で計算する。 

𝑄𝑢𝑠𝑙𝑑,𝑛,𝑔(𝐫) = ∫ 𝑓𝑛,𝑔(𝐸𝑔)𝑄𝑢𝑠𝑙𝑑(𝐫, 𝐸𝑔)𝑑𝐸𝑔
Δ𝐸𝑔

 

𝑄𝑢𝑠𝑙𝑑(𝐫, 𝐸𝑔) = {
∑∫

𝑁𝑘𝜎𝑠,𝑘(𝐫, 𝐸)𝜙(𝐫, 𝐸)

(1 − 𝛼𝑘)𝐸

𝐸𝑔 𝛼𝑘⁄

𝐸𝑔−1𝑘

𝑑𝐸 (𝐸𝑔−1 < 𝐸𝑔 𝛼𝑘⁄ )

0 (𝐸𝑔−1 ≥ 𝐸𝑔 𝛼𝑘⁄ )

 

(4.5.9) 

ただし、式(4.5.9)では自群散乱は考慮せず、𝑔群より高いエネルギー群からの下方散乱のみ

を考慮するので、𝐸𝑔−1 ≥ 𝐸𝑔 𝛼𝑘⁄ の範囲で散乱源をゼロとしている。 

 手法 B の計算フローを図 4.21 に示す。 



85 

 

 

図 4.21 手法 B: 減速方程式と散乱断面積モーメントを組み合わせる手法 
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 手法 B では、あらかじめ計算しておく散乱断面積モーメントを自群散乱に限定すること

で、オリジナルの手法よりもデータ量を削減している。また、減速計算に用いる中性子束は

輸送計算途中のエネルギー群に依存しないため、減速計算とそれに必要な中性子束モーメ

ントの再構成は、エネルギー群ごとに 1 回である。したがって、手法 A よりも計算時間は

少ない。 

 以下では、上記 2 種類の手法およびオリジナルの手法を用いて、RSE 計算を行う。 

 

4.5.2 計算条件 

 計算体系は MOX の単一集合体体系とする。形状と組成は 4.2 節と同様である。UFG 計算

を参照値とし、MOC の計算条件は表 4.3 と同様である。 

RSE 計算のバックグラウンド断面積は表 4.1 を用いる。また、展開次数は 16 次である。 

 

4.5.3 計算結果 

 散乱源の取り扱いが異なる 3 つの RSE 計算を行い、UFG 計算と比較する。まず、図 4.22

に MOX 燃料の位置 B における超詳細群の中性子束の比較を示す。差分は(RSE-UFG)/UFG

で定義する。 
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オリジナル 手法 A 

  

 

 

手法 B  

図 4.22 MOX 燃料内の超詳細群スペクトルの比較: (RSE-UFG)/UFG 

 

 図 4.22 より、共鳴領域における中性子束の精度は、散乱源の取り扱いの違いに依らない

ことがわかる。実効断面積の精度も同様であることは自明であるが、実効断面積の精度を図 

4.23 と図 4.24 に示す。 
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オリジナル 手法 A 

  

 

 

手法 B  

図 4.23  MOX 燃料内 U の実効断面積の比較: (RSE-UFG)/UFG 
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オリジナル 手法 A 

 

 

手法 B  

図 4.24  MOX 燃料内 Pu と Am の実効断面積の比較: (RSE-UFG)/UFG 

 

 以上より、RSE 計算では中性子源の取り扱いによって、実効断面積の精度に変化がない

ことを確認した。 

 次に計算時間を図 4.25 で比較する。なお、計算時間は RSE 計算の輸送計算に要する時間

であり、基底と断面積モーメントの作成時間は含まれない。 

-5.0

-4.0

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

1.0E+0 1.0E+1 1.0E+2 1.0E+3 1.0E+4 1.0E+5

D
if

fe
re

n
ce

 o
f 

ef
fe

ct
iv

e 
to

ta
l 

cr
o

ss
 s

ec
ti

o
n
 [

%
]

Energy [eV]

94238.51c

94239.51c

94240.51c

94241.51c

94242.51c

95241.51c

-5.0

-4.0

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

1.0E+0 1.0E+1 1.0E+2 1.0E+3 1.0E+4 1.0E+5

D
if

fe
re

n
ce

 o
f 

ef
fe

ct
iv

e 
to

ta
l 

cr
o

ss
 s

ec
ti

o
n
 [

%
]

Energy [eV]

94238.51c

94239.51c

94240.51c

94241.51c

94242.51c

95241.51c

-5.0

-4.0

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

1.0E+0 1.0E+1 1.0E+2 1.0E+3 1.0E+4 1.0E+5

D
if

fe
re

n
ce

 o
f 

ef
fe

ct
iv

e 
to

ta
l 

cr
o

ss
 s

ec
ti

o
n
 [

%
]

Energy [eV]

94238.51c

94239.51c

94240.51c

94241.51c

94242.51c

95241.51c



90 

 

  

図 4.25  MOX 集合体における RSE 計算の計算時間（オリジナルを 100 とする） 

 

 図 4.25 より、すべての散乱断面積モーメントがあらかじめ計算されているオリジナルの

手法で最も計算時間が小さい。一方で、中性子束モーメントの反復計算毎に超詳細群スペク

トルの再構成と減速計算を行う手法 A で最も時間がかかる。 

 最後に、RSE 計算の輸送計算を行う前に必要となる散乱断面積モーメントのデータ量の

概算を示す。散乱断面積モーメントΣ𝑠,𝑗𝑔′→𝑛𝑔(𝐫)は式(4.5.3)に示すように、エネルギー群𝑔′と

𝑔、展開次数𝑗と𝑛、そして位置𝐫に依存する。ただし、式(4.5.5)に含まれる散乱マトリックス

Σ𝑠(𝐫, 𝐸𝑔′ → 𝐸𝑔)は、式(4.5.5)の減速方程式と同様の形(中性子束を除く)で評価されるため、位

置𝐫は、位置𝐫における核種の原子数密度とポイントワイズの微視的散乱断面積のみに依存

することと同じである。また、微視的散乱断面積は核データライブラリから与えられるため、

基本的には温度のみに依存する。したがって、散乱断面積モーメントの位置𝐫は、温度を含

めた組成に対する依存性と同義である。 

 本検討では、エネルギー群数が 172 群、展開次数が 16 次である。また、MOX 集合体に含

まれる組成は、MOX 燃料、減速材、被覆管の 3 種類であり、温度はすべて 600 K である。

したがって、散乱断面積モーメントのデータ量は、倍精度の場合には以下のとおりである。 

・ オリジナルの手法の場合 

(エネルギー群 172)
2
× (展開次数 16)

2
× (組成 3) × (8 byte) ≈ 170 MB 

  ただし、本検討では下方散乱のみ(𝑔′ ≤ 𝑔)考慮したので以下となる。 

(
172(172 + 1)

2
) × (展開次数 16)

2
× (組成 3) × (8 byte) ≈ 90 MB 

・ 手法 A の場合 

保存する散乱断面積モーメントなし。 

・ 手法 B の場合 

(エネルギー群 172) × (展開次数 16)
2
× (組成 3) × (8 byte) ≈ 1 MB 
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 オリジナルの手法の場合では、その他 2 つの手法と比較してデータ量が多いことがわか

る。オリジナルと手法 B の違いは、エネルギー群間の輸送を考慮するか否かであるため、

数百群のエネルギー群を用いる場合には 102のオーダーの差が出ることになる。今回の検討

では、MOX 集合体に含まれる組成が 3 種類であるため、データ量の大きさは非現実的なほ

どではない。一方で、燃料棒ごとに組成の異なる体系など、組成や温度が多様な体系に適用

する場合には、さらにデータ量が増加するため、注意が必要である。 

 

 以上より、あらかじめ散乱断面積モーメントを計算せずに、中性子束モーメントの輸送計

算途中に散乱源を計算する手法を提案した。組成や温度が同様な体系で繰り返して RSE 計

算を行う場合には、計算時間の観点からオリジナルの手法が有効である。一方で、散乱断面

積モーメントは位置に依存する量であるため、多様な体系に対する断面積モーメントのデ

ータ量が膨大となる場合には、手法 A や B が有効となる。 

 

4.6 本章のまとめ 

 本章では、RSE 法の高速化に関する検討を行った。4.2 節では、特異値の寄与率に基づく

低ランク近似を適用し、計算時間を半分以下に削減できることを確認した。4.3 節では、RSE

法の輸送計算における MOC の離散化条件のパラメータサーベイを行い、実効断面積に対す

る各パラメータの感度を確認した。4.4 節では、粗いエネルギー群で輸送計算を行い、共鳴

領域が 20 群程度でも十分な精度が得られることを確認した。4.5 節では、減速方程式を取り

入れた RSE 法により、断面積モーメントのデータ量が膨大になることを回避する手法を提

案した。 

 本検討では、それぞれの高速化を組み合わせた検討は行っていないため、より詳細な検討

が必要である。 
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第5章 結論 

5.1 まとめ 

 本研究では、従来の共鳴計算手法における課題を解決すべく、新しく提案された共鳴計算

手法である RSE 法(Resonance calculation using energy Spectrum Expansion method)に関する検

討を行った。各章のまとめを以下に記述する。 

 

 第 1 章では、本論文の背景と目的を述べた。現在の炉心解析における核設計では、計算機

資源と計算効率の観点から、詳細な空間・エネルギー依存性を考慮する小規模体系の計算を

始点として、規模を拡大しつつ、空間・エネルギー依存性の粗い計算を行うという多段階の

計算が実施される。大別すると、共鳴計算、格子計算、炉心計算の三段階に分類される。本

研究では、核設計の中でも最上流である共鳴計算の高度化に着目した。 

 共鳴計算の目的は、断面積ライブラリで与えられる連続エネルギー相当の断面積を数十

群から数百群まで群縮約し、格子計算の入力となる実効断面積を求めることである。共鳴断

面積は中性子束に対して種々の効果を与えるので、反応率を保存するような実効断面積を

求めるには、共鳴の複雑なエネルギー依存性を正しく評価する必要がある。 

 代表的な共鳴計算手法には、超詳細群計算、等価原理、サブグループ法の三つがある。し

かしながら、それぞれの手法には利点と欠点があり、共鳴計算の歴史において、高い計算精

度と計算速度を両立する手法は確立されていない。したがって、従来手法の欠点を克服しう

る RSE 法の精度確認とその高速化を本研究の目的とした。 

 第 2 章では、共鳴計算手法である RSE 法の理論とその特徴を述べた。RSE 法は中性子束

をエネルギーに関する直交基底で展開する手法である。中性子束が基底で展開できると仮

定すると、中性子束モーメント(展開係数)に対する輸送方程式が導出される。中性子束モー

メントに対する輸送方程式は、従来のそれと非常に類似しており、数値的に解くことが可能

かつ実装が容易である。また、対象とする非均質体系のスペクトルの形を網羅するような複

数の均質体系のスペクトルを特異値分解することで、直交基底が抽出される。得られる特異

値の大きさは展開される基底の寄与を示している。寄与の小さい基底を削減して展開する

ことで計算量が削減できる。これは ROM の概念に基づく。理論的には、RSE 法はどんな輸

送理論にも適用可能であるが、本研究では Characteristics 法を用いて RSE 法を実装し、その

計算手順を示した。 

 第 3 章では、三つのベンチマーク体系に対する RSE 法の適用性を示した。超詳細群計算

を参照値として、実効断面積の精度を確かめるとともに、それぞれの体系において、主な共

鳴の効果の取り扱いが可能であること示した。1. マルチセル体系では、共鳴干渉効果・ス

ペクトル干渉効果、2. 燃料内に温度分布を持つ単一セル体系では、空間自己遮蔽効果・共

鳴干渉効果、3. 単一集合体体系では、大規模非均質体系に対する適用性を示した。さらに、

単一集合体において固有値計算を実施し、RSE法で得られた実効断面積の精度は十分高く、
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参照となる超詳細群計算で得られた実効断面積を用いた結果と比較しても実効増倍率と出

力分布の差異が小さいことを確認した。 

 また、RSE 法では中性子束から抽出された基底を用いて解析対象の中性子束を展開する

と同時に、中性子源も同じ基底を用いて展開している。この妥当性を確認するため、中性子

束だけでなく中性子源を考慮した基底を用いた RSE 計算を実施した。基底の作成に中性子

源を用いることで、中性子源の再現性が向上するとともに、中性子束および実効断面積の精

度も向上した。一方で、精度の向上度合いは小さく、RSE 法において中性子源を中性子束か

ら抽出した基底で展開することの妥当性を示した。 

 第 4 章では、RSE 法の高速化を試みた。以下、四つの検討を行った。まず、低ランク近似

による計算量の削減を試みた。特異値の欠損率に応じた低ランク近似により、全エネルギー

群に対して一意に展開次数を決定した。UO2 または MOX の単一集合体において、6 割近く

計算量を削減できた。二つ目は、RSE 法の輸送計算における MOC の計算条件のパラメータ

サーベイである。本研究の範囲では、空間メッシュとレイトレース幅は RSE 法で得られる

実効断面積の精度に対して、感度が小さいことを示した。三つ目は、RSE 法の輸送計算に対

する粗いエネルギー群構造の適用である。RSE 法は超詳細群スペクトルを再構成する手法

であるため、輸送計算で用いるエネルギー群構造と実効断面積を作成する構造が一致する

必要はない。共鳴領域(1 eV- 1E5 eV)が約 90 群された XMAS172 群構造を基準として、共鳴

領域が約 20 分割された 51 群構造でも比較的精度よく実効断面積を得られることを示した。

また、共鳴領域を 1 群まで粗くした場合には、中性子束モーメントの輸送計算が収束せず、

本手法の適用限界を示した。最後に、減速中性子源の取り扱いについて、計算過程で必要と

なるデータ量と計算量の観点から、オリジナルの手法と異なる二つの計算アルゴリズムを

提案した。これらの手法は、RSE 法における散乱源に対応する散乱断面積のモーメントと

中性子束モーメントの積において、その一部またはすべてを減速方程式で代用する手法で

ある。すべての手法において、中性子束と実効断面積の精度がほとんど一致することを示し

た。計算時間はオリジナルの手法で最も小さいが、散乱断面積モーメントをあらかじめ計

算・保存しておく必要があることから、断面積モーメントのデータ量が膨大になる場合にお

いては、減速方程式を利用する二つの手法が有用である。 

 以上より、RSE 法は共鳴効果を陽に取り扱い、精度の高い実効断面積を得られる手法で

あることを確認した。また、計算条件を工夫することで高速化が可能であることが確かめら

れた。最後に、計算時間と計算速度の観点から、従来の共鳴計算手法に対する RSE 法の位

置づけを図 5.1 に示す。計算精度の観点からは、最も詳細な超詳細群計算とほぼと同等であ

る。一方で、RSE 法の計算時間は超詳細群計算より短い。等価原理やサブグループ法と同等

まで計算時間を縮めれば、非常に有効な手法となり得る。 

 



94 

 

 

図 5.1 従来手法に対する RSE 法の位置づけ 

 

5.2 今後の課題 

 前節にまとめた通り、本研究では、代表的な体系において RSE 法が超詳細群計算と同等

の計算精度を得られることを確かめた。本手法の実用性を高めるための課題を以下に示す。 

 

(1) CMFD 加速計算の適用 

 本研究では、RSE 法の実装における輸送計算手法として MOC を用いた。一般的に、MOC

の収束性を加速する手法として、非線形加速法である CMFD 加速法(Coarse Mesh Fine 

Difference 加速法)[33]が適用される。MOC による中性子束モーメントの輸送計算に対して

CMFD 加速計算を適用することで、高速な計算を実施できる可能性がある。 

ここで、第 4 章の低ランク近似で利用した UO2 単一集合体の RSE 計算における、内部反

復回数と展開次数をそれぞれ図 5.2 と図 5.3 に示す。図 5.2 より、各エネルギー群での反復

回数は 10-20 回程度である。また、図 5.3 に示すように低ランク近似により展開次数が減少

しても、反復回数の変化が見られない。これは、低ランク近似を適用してもなお、CMFD 加

速法の有効性があることを示している。 

 

図 5.2 特異値の欠損率ごとの、各エネルギー群における内部反復回数 
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図 5.3 特異値の欠損率ごとの展開次数 

 

 RSE 法に対する CMFD 加速法において十分な加速効果を得るためには、中性子束モーメ

ントに対する加速計算を適用することが望ましい。しかしながら、中性子束モーメントは正

負の値を取り、従来の CMFD 加速方程式を直接適用できないことが予想されるため、検討

を行う必要がある。 

 

(2) 体系の拡張 

 本研究では、単一集合体体系までの体系を取り扱った。これを拡張してマルチ集合体や全

炉心に対する本手法の適用性検討が望まれる。もし、全炉心に対する適用が可能であれば、

核計算における多段階のステップが削減され、空間やエネルギーをより詳細に評価した計

算が可能となる。 

 また、先に述べた通り、燃焼燃料への適用性を確認する必要がある。なお、MOX 燃料は

UO2 燃料の燃焼燃料と組成が類似していることから、本研究の範囲でも本手法が燃焼燃料

に適用可能であるという推測ができる。 

 

(3) 効率的な直交基底作成方法の開発 

 RSE 法では、展開次数が計算コストに直結することから、少ない次数で精度良く中性子

束を展開できるような直交基底を作成することが望ましい。本研究では、解析対象に含まれ

る均質媒質のスペクトルにバックグラウンド断面積を与えることで基底を作成したが、一

方で、小規模な非均質体系のスペクトルを用いるというような方法もあり得る。また、燃焼

燃料など様々な組成を対象とする場合には、すべての組成に対して同じ基底で展開できる

ことが望まれるが、このような検討は本研究では実施していない。したがって、効率的な直

交基底の作成方法を開発することが望まれる。 
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